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『特許明細書の書き方―初学者向けー』（OpenAI o1 版） 
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はじめに 
特許明細書は、技術者や研究者が生み出した発明を保護するための重要な文書であり、出

願書類の中心を成すものです。明細書の出来がその後の特許審査や特許権の範囲、さらには
紛争時の有利・不利を左右することさえあります。しかし、企業の知財担当者になりたての
方、そして研究開発の現場で忙しく発明を生み出す技術者・研究者にとっては、「明細書を
書く」という行為は敷居が高く、理解しがたい専門的な作業に思えることでしょう。 

本書『特許明細書の書き方―初学者向けー』では、特許明細書の作成に必要な基礎知識か
ら実践的なテクニック、さらに審査段階でのやりとりや海外出願の基礎まで網羅的に解説
します。「企業の知財担当者として最初に読む１冊」「特許専門家ではないものの、自ら明細
書のドラフトを書かなければならない技術者が読む１冊」として、本書がその役割を果たせ
ることを願っています。 

なお、初学者の方は自分が必要とする章から読み進めてもよいですし、じっくり最初から
通読することで特許明細書の世界を理解していただくことも可能です。 

それでは、ここから特許制度と明細書作成の基礎を学んでいきましょう。 
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第 1 章 特許制度の概要と明細書の位置づけ 
 
1.1 特許制度の基本理念 

特許制度は、新しい技術的創作（発明）に対して排他的な権利を与えることで、発明を保
護すると同時に、社会全体の技術水準の向上を図る仕組みです。特許権を取得すると、権利
期間中に他者が同じ発明を実施することを排除できます。これは企業にとって新技術によ
る利益を確保する強力なツールとなり、技術的競争力を高めるだけでなく、研究開発投資に
対するリターンを見込めるようになります。 
1.1.1 特許の要件 

特許を受けるためには、一般に以下の要件を満たす必要があります。 
1. 産業上の利用可能性: 発明が産業上利用することができること。 
2. 新規性: 発明が世界中のいかなる文献・製品・公知技術にもない新しいものである

こと。 
3. 進歩性: 当業者（その技術分野における通常の知識を有する者）から見て、当たり前

に思いつくものでないこと。 
4. 明確性・サポート要件など: 法律によって定められた要件を満たし、十分に説明さ

れていること。 
これらの要件を満たして初めて発明が特許として認められます。 

1.1.2 発明公開と排他権 
特許出願の大きな特徴は、出願後に公開される点です。出願人は発明を詳細に開示する代

わりに、一定期間（日本の場合は最長 20 年）独占実施できる排他権を得ます。公開された
情報は他の研究者や企業にとっても貴重な技術情報となり、さらに技術を発展させる契機
ともなります。社会全体が技術情報を共有しつつ、発明者は独占権を得るという仕組みが、
特許制度の核心にあります。 
1.1.3 特許明細書の役割 

特許明細書は、発明の「中身」を具体的に記載し、公知技術とは異なる特徴や作用効果を
開示するための文書です。同時に、審査官が「特許要件を満たしているか」を判断する資料
にもなり、将来的に権利範囲を解釈する際の根拠資料にもなります。 

• 審査官への説明: 特許要件（新規性や進歩性など）を示す。 
• 技術公開: 発明の技術を社会に対して公開する。 
• 権利解釈の根拠: 紛争時やライセンス交渉時などに「どこまでが権利範囲か」を判

断する材料になる。 
このように、特許明細書の内容次第で、審査の通過率や特許権の強さが大きく変わります。

弁理士や知財担当者はもちろん、発明者である技術者・研究者にとっても特許明細書への理
解は重要なのです。 
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1.2 特許出願の流れと明細書の位置づけ 
1.2.1 特許出願の大まかな流れ 

一般的に特許出願を行う際の流れは、以下のようになります。 
1. 発明の検討・発明の発掘 

o 研究開発の現場で生まれたアイデアを整理し、特許化可能な発明を発掘する。 
2. 先行技術調査 

o 過去に類似の特許や論文が存在しないかを調査し、新規性・進歩性があるか
を検討する。 

3. 明細書の作成 
o 発明の技術内容を十分に理解した上で、法律の要件を満たす特許明細書を作

成する。 
4. 出願 

o 作成した特許明細書と必要書類を特許庁に提出する。 
5. 審査・中間対応 

o 審査官からの拒絶理由通知に応答したり、補正を行ったりする。 
6. 特許査定・権利化 

o 特許として認められたら特許料を納付し、特許権を取得する。 
この流れの中で、明細書の作成は「発明をどのように保護するか」を考える最も重要なス

テップと言えます。明細書の書き方次第で、審査段階のやりとりの難易度や特許として成立
するかどうか、さらに成立後の権利範囲にも大きく影響が及びます。 
1.2.2 明細書作成のタイミング 

研究開発の現場では、完成形の発明だけでなく、中間段階のアイデアや試作品の改良案な
ど、常にさまざまな「発明のタネ」が生まれます。そのすべてを網羅的に権利化するために
は、どのタイミングで明細書を作成し、出願すべきかを検討する必要があります。 

• 発明が完成した段階で作成・出願: 技術の完成度が高いため、発明が具体的で書き
やすい。ただし、出願が遅れると公知化リスクや他社先行出願リスクがある。 

• 開発初期や中間段階で仮出願（仮に早期出願）: 早期出願ができるメリットがある
が、アイデアが十分に詰まっていないと充実した明細書にならない可能性がある。 

弁理士や知財担当者は、開発スケジュールや企業戦略を踏まえて、発明者と相談しながら
タイミングを見極めます。 
 
1.3 初学者が知っておくべき特許制度の周辺知識 
1.3.1 意匠権・商標権との違い 

特許権以外にも、知的財産権には意匠権、商標権、実用新案権、著作権などがあります。
特に企業の知財担当者としては、これらの違いを把握し、最適な保護方法を選択することが
求められます。 
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• 意匠権: 物品の形状や意匠（デザイン）を保護する。 
• 商標権: 商品やサービスに使用するマークやブランドを保護する。 
• 実用新案権: 物品の形状・構造に関する考案を比較的短期間で保護する（特許に比

べ審査が簡略化されている）。 
発明の内容次第で、特許出願ではなく意匠登録や商標登録を検討した方がよいケースも

あります。また、複数の権利（特許＋商標など）を組み合わせて包括的に製品を保護する戦
略もよく用いられます。 
1.3.2 特許庁の審査体制 

日本の場合、特許庁の審査官が一件一件審査を行います。審査官は対象技術分野ごとに専
門知識を持ち、先行文献調査や要件判断を行った上で、特許査定または拒絶理由通知を出し
ます。拒絶理由があれば出願人（弁理士などの代理人）は意見書や手続補正書で反論や修正
を加え、最終的に特許として成立するかどうかが決まります。 
1.3.3 公開公報と特許公報 

出願後、原則として 1 年 6 か月後に「公開公報」として出願内容が公開されます。さら
に、特許として登録された場合には「特許公報」として登録内容が公表されます。こうした
公報はインターネット（J-PlatPat など）で誰でも閲覧可能なため、技術動向調査や他社の
権利確認などに広く活用されます。 
1.3.4 PCT 出願（国際出願）の概要 

海外でも特許を取りたい場合、PCT（Patent Cooperation Treaty）という国際条約に基づ
く出願手続を利用すると便利です。PCT 出願を行うと、加盟国への国内移行がスムーズに
なるというメリットがあります。詳細は第 8 章で取り上げますが、国際的にビジネスを展
開する企業にとっては必須の知識となります。 

 
 
Q1. 特許と実用新案はどう違うのですか？ 
A1. 

• 特許 は新規性・進歩性を満たす高度な発明を保護し、審査を通過して初めて権利化
できます。 

• 実用新案 は物品の形状や構造など比較的簡単な考案を保護し、出願後、形式的な要
件審査のみで登録されます。 

• ただし実用新案は、紛争時に「技術評価書」が必要になるなど、特許権とは運用面
で違いがあります。 

Q2. 特許明細書を書かないといけないのは、弁理士や知財担当者だけですか？ 
A2. 

• 特許明細書は弁理士や知財担当が最終的に書くことが多いですが、実際の技術内容
を最もよく知っているのは研究者や技術者なので、情報提供や初期ドラフトで密に
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関わることが大切です。 
• 特許明細書の質は発明者からの情報量と正確さに左右されるため、発明者自身も「書

く・伝える」意識が重要です。 
Q3. 特許制度は企業にとって本当に必要なのでしょうか？ 
A3. 

• 特許を取得すると、一定期間、発明を独占排他できるため、研究開発投資のリター
ンを確保しやすくなります。 

• 他社からの模倣を排除したり、ライセンスによる収益を得たりする手段として、特
許制度は企業の競争力強化にとって不可欠です。 
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第 2 章 明細書作成の基本プロセス 
2.1 明細書作成の全体像 

特許明細書を書く際に、まず把握すべきなのは、明細書の中にどのような要素が含まれる
のかという点です。日本の特許明細書は、一般的に次のような要素を含みます。 

1. 発明の名称 
2. 背景技術（従来技術）の説明 
3. 発明が解決しようとする課題 
4. 解決手段（発明の概要や構成） 
5. 発明の効果 
6. 図面の簡単な説明 
7. 発明を実施するための形態（具体的実施例） 
8. 請求項（特許請求の範囲） 

これに加えて、発明の技術分野や産業上の利用分野が明確になるように書くことが求め
られます。明細書を作成する際は、まず発明の技術的ポイントを整理し、上記各項目の下書
きを行うことから始めましょう。 
 
2.2 発明の整理と要素分解 
2.2.1 発明の本質を捉える 

研究者や技術者が日々生み出すアイデアは多岐にわたります。明細書を書き始める前に
は、まず「そのアイデアのどこに技術的な特徴や新規性・進歩性があるのか」を整理する必
要があります。 

たとえば、新しい機能を持つ装置を考案した場合、その装置の構成要素は何か？どのよう
に組み合わせると新しい効果が得られるのか？ 既存の技術とは何が違うのか？ こうした
問いを一つひとつ検討し、発明の本質を把握します。 
2.2.2 要素ごとの抜け漏れチェック 

装置発明であれば、装置の各構成要素（モジュールや部品）を洗い出し、その機能と相互
作用を整理します。化学分野の発明ならば、化合物の構造や製造工程、用途などを順番に確
認します。ソフトウェア関連発明ならば、アルゴリズムのステップやデータ構造などを分解
します。 

この段階では、発明の断片的な要素を見落とさないように気をつけましょう。弁理士や知
財担当者は発明者と密にコミュニケーションを取り、図や実験データなどを用いながら整
理します。 
2.2.3 発明の効果を整理する 

技術的な「特徴」があるだけでなく、それによってどんな「効果」がもたらされるのかを
明確に示すことも重要です。特に進歩性を主張する場合、従来技術にはない顕著な効果が確
認できれば、審査において有利に働きます。 
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• 例：従来よりも処理速度が 2 倍、消費電力が半分、コストが 3 割削減、など 
• 例：製品の強度向上、耐摩耗性の向上、操作性の向上、など 

明細書には実験結果や比較データなどを具体的に盛り込むことが効果的です。 
 
2.3 先行技術調査の方法とポイント 
2.3.1 なぜ先行技術調査が必要か 

明細書を書く前、あるいは書いている最中には、必ず**先行技術調査（Prior Art Search）
**を行いましょう。理由は以下のとおりです。 

1. 新規性・進歩性の確認: 自社が考えている発明がすでに存在しないかを確認する。 
2. 出願戦略の最適化: 既に類似発明が特許化されていれば、その範囲を回避した設計

に変更する、あるいは権利化が難しければ出願を見送るという判断ができる。 
3. 競合状況の把握: 他社・大学などがどのような研究を進めているかを知り、自社の

研究開発やビジネス戦略に役立てる。 
先行技術調査を疎かにして出願しても、後で拒絶理由通知が来てしまったり、競合他社か

ら特許侵害警告を受けたりしかねません。 
2.3.2 先行技術調査の手順 

先行技術調査には、特許庁や各国の特許公報データベース、民間の特許検索サービスなど
を活用します。日本国内の公報は、特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）で無料検索でき
ます。海外特許は Google Patents や各国特許庁のデータベース、WIPO の Patentscope な
どを利用できます。 

• ステップ 1: 発明のキーワードを洗い出す（専門用語、同義語、略語なども含む） 
• ステップ 2: キーワード検索でひっかかる特許公報や学術論文をざっと確認する 
• ステップ 3: 類似技術が見つかったら読み込んで、発明と比較し、新規性・進歩性に

影響しそうな文献を抽出 
• ステップ 4: 必要に応じて IPC（国際特許分類）などの分類検索も併用し、漏れを最

小化 
明細書を書く上で参考になりそうな既存技術の図面や説明も確認し、発明者と相談しつ

つ、差異や改良点を整理していきます。 
2.3.3 先行技術への言及 

明細書の中の「背景技術」の項目で、従来技術を説明する際に、先行特許文献などに言及
することがあります。ただし、具体的な公報番号や文献名を明記する場合は注意が必要です。   

引用した従来技術との比較が不十分だと、後々に意図しない権利範囲の狭まりや拒絶理
由を引き起こす可能性もあるため、引用の範囲を慎重に検討しましょう。 
 
2.4 明細書作成の実務フロー 
2.4.1 発明者と弁理士の役割分担 
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一般的な企業であれば、発明者（技術者・研究者）は発明の技術内容に最も精通していま
す。しかし、特許要件や書き方のノウハウについては、弁理士や経験豊富な知財担当者が熟
知していることが多いです。そこで、以下のように役割分担するケースが多いでしょう。 

• 発明者: 発明の詳細、実施例、比較実験データなどの提供。 
• 弁理士・知財担当者: 法律要件を踏まえた書きぶり、請求項の構築、中間対応の方針

決定。 
両者が緊密に連携しなければ、的外れな明細書になったり、十分にカバーすべき発明のバ

リエーションが漏れてしまったりします。 
2.4.2 ドラフト作成→レビュー→修正のサイクル 

明細書を作る際には、いきなり完成形を目指すのではなく、以下のようなサイクルを回し
ながらブラッシュアップしていくのが一般的です。 

1. ドラフト作成: 弁理士や知財担当者が、発明者からの情報をもとに初稿を書き上げ
る。 

2. レビュー: 発明者が初稿を読み、技術的に正しいか、記載漏れや誤りがないかを確
認する。 

3. 修正・追記: レビュー結果を反映して修正版を作成する。 
4. 最終確認: 発明者と弁理士が再度確認し、出願書類として完成させる。 

企業によっては、特許部門内の審査会を経て出願可否を判断するプロセスがあったり、上
長や法務部などの承認を得る必要があったりします。いずれにせよ、複数回のやり取りを通
じて質を高めることが重要です。 
2.4.3 レイアウトや言葉遣いの工夫 

明細書は、「何が発明であるのか」を審査官に明確に伝える必要があります。同時に、技
術的内容が読みやすいようにレイアウトや見出しの工夫を行うことも大切です。箇条書き
や図表を適宜活用し、一文を極力短くするなどの工夫で可読性が向上します。また、専門用
語や略語を用いる場合は、最初に定義を明示するようにしましょう。 

 
 
Q1. 発明がまだ完成していない段階でも、明細書を書く必要はありますか？ 
A1. 

• 発明が完全に仕上がっていなくても、大枠のコンセプトや技術的特徴が固まってい
るなら出願を検討することがあります。 

• ただし不十分な段階での出願は、後からの補正が要旨変更になりかねないので、完
成度とスピードのバランスを見極める必要があります。 

Q2. 明細書を書くのはだいたいどのくらいの時間がかかるものなのでしょう？ 
A2. 

• 発明の複雑さ、準備されているデータの量によって大きく変わります。 
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• 一般的なレベルの機械・電気発明などでも、発明者との打ち合わせ → ドラフト → 
レビュー → 修正というプロセスを踏むと、数日から数週間程度はかかることが多
いです。 

Q3. 社内で「どの発明を特許出願すべきか」優先度をつけるにはどうしたらよいですか？ 
A3. 

• 事業戦略上の重要度（市場規模や自社コア技術との関連）、先行技術との競合状況（侵
害リスクや回避可能性）、特許取得コストなどを総合的に比較します。 

• 知財部門だけでなく、R&D や事業企画などの関係部門と連携し、リソースとメリッ
トのバランスを見ながら優先度を決定します。 
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第 3 章 発明の把握と先行技術調査 
 
3.1 発明提案書の活用 

企業で発明を出願する場合、研究者や技術者が「発明提案書」を書き、知財部門へ提出す
る仕組みを導入しているケースが多く見られます。発明提案書には、以下のような項目を盛
り込みます。 

• 発明の名称 
• 発明の技術分野 
• 従来技術と問題点 
• 発明の目的 
• 発明の構成（どのような方法・装置・プログラムか） 
• 実施例や効果 
• 技術内容を示す図 

これを受け取った弁理士や知財担当者は、さらに詳細な質問をしながら発明の全貌を把
握していきます。発明提案書のフォーマットが整備されていると、発明者が何をどう書けば
よいか分かりやすくなり、明細書作成の効率が上がります。 
 
3.2 インタビュー・ブレインストーミング 

発明のポイントがまだはっきりしていない場合は、弁理士や知財担当者が直接発明者と
面談してブレインストーミングをすることがあります。例えば、以下のような質問を行いな
がら発明の全体像を解きほぐします。 

• 「従来はどんな方法でこの問題を解決していたのですか？」 
• 「この装置の部品は具体的にどのような素材で、どんな形状をしているのですか？」 
• 「どのように改良することで性能が向上したのですか？」 
• 「他にはどんな用途に使えますか？」 

こうした対話を通じて、最初のうちは発明者本人も気づいていなかった潜在的な改良点
やバリエーションを引き出すことができます。明細書の書き方で重要なのは、発明を複数の
側面から捉え、できるだけ広い権利範囲を狙うことだからです。 
 
3.3 先行技術調査と発明の差別化 

前章で述べた先行技術調査の結果、どの程度近い技術が世の中に存在するかが分かりま
す。これを踏まえて明細書を書く際には、以下のような点を明確にすることが大切です。 

• 従来技術とどこが違うのか？（技術的特徴） 
• この違いによって何が良くなったのか？（作用効果） 

明細書の「発明が解決しようとする課題」や「発明の効果」の項目で、この差別化を訴求
することで、審査官に新規性・進歩性を分かりやすく伝えられます。また、先行技術に記載
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されていない実施態様があれば、積極的に盛り込んでおくことで、出願後の対応（クレーム
補正など）に幅を持たせることができます。 
 
3.4 具体的エピソード：化学分野の場合 

化学分野の発明（新規化合物や合成法など）では、データが特に重視されます。新しい化
合物ならば、その合成手順と得られた物質の特性データ（融点、スペクトル解析など）を具
体的に記載する必要があります。また、従来化合物との比較実験や、作用効果（例えば薬理
活性や物性）が優れている点をしっかり示すことで、進歩性を裏付ける証拠となります。 
 
3.5 具体的エピソード：ソフトウェア・ビジネスモデル特許の場合 

ソフトウェアやビジネスモデル特許では、発明が形のある物ではないことが多く、どのよ
うに書けばよいか迷う方も多いでしょう。ポイントは、処理フローやデータ構造、通信プロ
トコルなど、具体的な技術的手段を記載することです。単なるビジネス手法や経済法則の羅
列では特許要件を満たさない場合が多いので、技術的課題をどのようにシステム的に解決
しているかを丁寧に描写します。 
 
3.6 まとめ：明細書の土台づくり 

ここまで見てきたように、明細書の作成に入る前段階として、発明内容の正確な把握と先
行技術のチェックが欠かせません。時間をかけて発明の全体像を掘り下げ、どこに特徴があ
り、従来技術とどう差別化できるかを明確にしましょう。これが明確であればあるほど、
後々の明細書作成作業がスムーズになり、強い特許を取得できる可能性が高まります。 
 
Q1. 先行技術調査はなぜそんなに大切なの？ 
A1. 

• 発明が既に公知であれば特許は取れません。また、先行文献を読めばどの部分が本
発明の差別化ポイントかが明確になります。 

• 審査段階で新規性や進歩性を否定されるよりも、事前に調査して戦略的に出願した
ほうが時間もコストも節約できます。 

Q2. どのタイミングで先行技術調査を行えばよいのでしょうか？ 
A2. 

• 発明提案書を書き始める前が理想的ですが、少なくとも明細書のドラフト途中には
必ず行ってください。 

• 実際の開発初期・中期・後期で定期的に調査する企業もあります。機能追加や設計
変更により、新しい先行技術が引っかかることもあるからです。 

Q3. 先行技術調査はどのようなツールで行えばいいですか？ 
A3. 
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• 日本語の公報なら J-PlatPat、海外特許なら Google Patents、EPO の Espacenet、
WIPO の Patentscope など無料ツールがあります。 

• さらに有料の民間データベースを併用すると、検索効率や結果の網羅性を高められ
ます。必要に応じて調査会社へ依頼するケースもあります。 
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第 4 章 明細書の構成要素と書き方のポイント 
 
4.1 明細書全体の構成 

日本の特許明細書（出願時に提出する明細書）は、特許法施行規則などの規定により、一
定の形式的な要件を満たす必要があります。一般的な明細書の構成要素は、以下のとおりで
す。 

1. 発明の名称 
2. 技術分野 
3. 背景技術 
4. 発明が解決しようとする課題 
5. 解決手段 
6. 発明の効果 
7. 図面の簡単な説明 
8. 発明を実施するための形態（具体的実施例） 
9. 産業上の利用可能性（必要に応じて） 
10. 特許請求の範囲（請求項） 

実際には、特許法施行規則で求められる要件を満たす形で自由に記載順序をアレンジす
ることが可能ですが、日本特許庁のガイドラインに従い、大きくこの順番で記載するのが一
般的です。本章では、それぞれの要素をどのように書けばよいか、具体的なポイントを解説
していきます。 
 
4.2 発明の名称 
4.2.1 発明の名称の重要性 

「発明の名称」は、審査官や第三者が特許公報や検索結果一覧などで一番初めに目にする
情報です。ここでの名称は、製品名や社内プロジェクト名などではなく、発明の技術的対象
を簡潔に示すものを付すのが原則です。 

• 例：「○○装置」「○○方法」「○○プログラム」「○○化合物」など 
4.2.2 避けたい名称の例 

• 過度に商標っぽい名称（企業のブランドや製品名をそのまま記したようなもの） 
• 単に「新しい○○」などの曖昧な表現 
• 業界内でまったく通用しない俗称や略語のみ 

発明の名称が曖昧だと、検索や審査官の理解に支障が出る可能性があります。弁理士や知
財担当者と相談のうえ、客観的・技術的に分かりやすい名称をつけましょう。 
 
4.3 技術分野 
4.3.1 技術分野の役割 
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「技術分野」は、出願する発明がどのような分野（フィールド）に属する技術なのかを示
すパートです。 

• 例：「本発明は、電子機器に用いられる放熱構造に関し、特に高熱伝導性を有する放
熱フィンに関するものである」 

審査官は最初に技術分野を見て、どの専門班や技術分類に割り振るかを判断する一助と
します。例えば、電子機器と化学品は全く担当が異なることが多いため、ここに書かれた技
術分野の情報は重要です。 
4.3.2 記載のコツ 

• あまりに広範すぎる表現（例：「本発明は、全ての産業分野に関する」など）は避け
る 

• 過度に狭い分野に限定しない（将来的に権利範囲が狭まってしまう可能性がある） 
• 「本発明は、○○分野に関し、更に詳細には○○に関するものである」という一般

的なフォーマットで十分 
「技術分野」の項目では、専門用語の定義などは行わず、あくまでどのような業界・領域

の技術なのかを端的に示します。 
 
4.4 背景技術 
4.4.1 背景技術（従来技術）の意義 

「背景技術」では、従来の技術の概要や問題点を説明します。ここでのポイントは、単に
従来技術を羅列するのではなく、自分たちの発明と関連する分野で、どのような技術がすで
に知られているかを的確に示すことです。 

• 例： 
o 「従来、○○を行う方法としては、特許文献 1 に記載の方法が知られてい

る。」 
o 「しかしながら、この方法では××の問題があり、△△が困難である。」 

審査官にとっては、今から審査する発明がどのような課題に対して発明されたものなの
か、その背景情報がここで示されることになります。 
4.4.2 背景技術に記載すべき・すべきでないこと 

• 記載すべきこと 
o 従来技術の概略（既存の手法や装置、物質など） 
o 従来技術の課題や限界（発明との対比がしやすい内容） 

• 記載を慎重にすべきこと 
o 特許文献の細部まで詳細に説明すること（明細書が煩雑になるだけでなく、

比較関係が不明瞭になる可能性がある） 
o 自社が特許権を持っている従来技術の場合、その全貌を開示すると自社他案

件に影響が出る場合もあるため注意 
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また、具体的に公報番号を引用するときは十分に注意しましょう。審査段階で比較対象と
して必ず引用される可能性が高まるため、引用文献の情報を詳細に把握しておく必要があ
ります。単に「従来技術としては、例えば特許文献 1 に記載のものがある。」という短い紹
介で十分なケースが多いでしょう。 
 
4.5 発明が解決しようとする課題 
4.5.1 「課題」の位置づけ 

「発明が解決しようとする課題」は、従来技術における問題点や不便・不具合を踏まえて、
「本発明は○○という課題を解決することを目的とする」と示すパートです。ここを明確に
書くことで、発明の存在意義を審査官に伝えることができます。 

• 例： 
o 「本発明の目的は、従来の○○装置で生じていた××の問題を解消すること

にある。」 
課題と目的をしっかり記載することで、後続の「解決手段」「効果」との流れが明確にな

ります。 
4.5.2 書き方のポイント 

• 従来技術の問題点とのつながりを示す 
o 背景技術の項で指摘した課題をそのまま引き継ぎ、課題解決の流れを作る 

• 過度に狭い表現は避ける 
o 将来的に請求項を広く補正したい場合に、課題が狭いとサポート要件を満た

せなくなることがある 
• 複数の課題がある場合 

o 主要な課題から優先度を付けて書く 
o 「本発明は、○○という課題に加えて、△△という課題の解決をも目的とす

る」などと併記 
課題が明確であればあるほど、後で審査官に対して進歩性をアピールしやすくなります。 

 
4.6 解決手段 
4.6.1 「解決手段」の基本的な考え方 

「発明が解決しようとする課題」で示した問題点に対して、具体的にどのような技術手段
を用いて解決するのかを説明するのが「解決手段」の項目です。ここでは、発明の主要な構
成要素や工程、アルゴリズムなどを概括的に説明することが求められます。 

• 例： 
o 「上記課題を解決するために、本発明は○○を備え、××と組み合わせる構

成を特徴とする。」 
o 「さらに、本発明は○○処理を行うプログラムを用い、従来の△△手法では
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困難であった××を可能にする。」 
4.6.2 請求項との連動 

「解決手段」の説明は、そのまま後に示される「請求項」のサマリーに相当します。つま
り、解決手段の項目で述べる構成は、最終的に権利として請求しようとする重要なポイント
を包含する必要があります。 

• 解決手段の項をざっと読むだけで、「本発明の中核的な構成はこういうことなんだな」
と分かるようにしておくのが理想的です。 

ただし、あまり詳細をここに書きすぎると、「解決手段」と「実施例」の区別が曖昧にな
ってしまうこともあります。一般には、「解決手段」はやや抽象度を上げて書き、具体的な
モジュール構成やパラメータの数値範囲などは実施例（発明を実施するための形態）でより
詳述するというバランスをとります。 
 
4.7 発明の効果 
4.7.1 効果の重要性 

「発明の効果」は、解決手段によってどのように課題が解消されたか、あるいはどのよう
な優れたメリットが得られるのかを説明するパートです。ここが弱いと、審査官から「従来
技術と比べて何が優れているのか分からない」という進歩性の指摘を受けやすくなります。 

• 例： 
o 「本発明によれば、○○の処理速度が従来よりも約 30％向上する。」 
o 「本発明によれば、××による障害が著しく低減され、耐久性が 2 倍にな

る。」 
4.7.2 具体性のある説明 

効果を述べる際に、できるだけ定量的・実証的な説明があると説得力が増します。必要に
応じて実験データや比較例を引き合いに出すと良いでしょう。ただし、ここで詳細なデータ
をすべて書き込むと煩雑になる場合は、効果の概略だけ示し、詳細は「実施例」で説明して
もかまいません。 

• 例： 
o 「下記実施例に示すように、本発明の化合物は従来化合物よりも抗菌活性が

約 10 倍高いことが確認された。」 
効果を明確にしておくことは、権利範囲の解釈だけでなく、後の審査段階での説得材料と

しても大きい意味を持ちます。 
 
4.8 図面の簡単な説明 
4.8.1 図面の役割 

明細書の中で図面は、発明を視覚的に示す重要な手段です。特に機械装置や回路、化学構
造式など、文章だけでは理解しにくい場合に図面があると審査官・第三者の理解が飛躍的に
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向上します。 
• ソフトウェア発明でも、フローチャートやブロック図を示すと分かりやすい。 
• 化学発明でも、化学式や工程図があると理解がしやすい。 

4.8.2 「図面の簡単な説明」の書き方 
「図面の簡単な説明」は、図面番号と図の概要を短文で対応付けて書くのが一般的です。 
• 例：「図 1 は本発明の装置の斜視図を示す図である。」 
• 例：「図 2 は図 1 の要部を拡大して示す断面図である。」 

図面の簡単な説明では、詳細な発明の動作原理などを述べる必要はありません。あくまで
「どの図が何を示しているのか」という基本情報だけにとどめましょう。詳細な解説は「実
施例」の本文中で行います。 
 
4.9 発明を実施するための形態（具体的実施例） 
4.9.1 実施例の意義 

「発明を実施するための形態」は、多くの明細書において最も分量が多く、具体的・詳細
な記載を行うパートです。ここでは、実際に発明をどのように実施（具現化）できるかを具
体的に説明します。 

• 機械装置ならば構成部品の材質やサイズ、組み立て工程など 
• 化学発明ならば合成方法や実験データ、特性評価など 
• ソフトウェア発明ならばプログラムフローやサーバ・クライアントの連携構造など 

4.9.2 必要な記載事項 
• 装置や工程の構成要素の具体例 

o 「本発明の装置 1 は、モータ 2 と、連結部 3、および制御回路 4 を備える。」
など、番号を付して図面と対応づける。 

• 数値範囲や条件 
o 「温度はおよそ 150～200℃で加熱することが望ましい。」など、実際に効果

が出る条件を説明する。 
• 作用・動作の説明 

o 「このように構成することにより、回転軸 5 が起動し、部材 10 が上下運動
を行う。」 

• 例示のバリエーション（サブ実施例） 
o 「なお、モータ 2 はブラシレスモータでもよい。」「加熱温度は 100℃以下で

も効果がある場合がある。」など、変更可能な部分は複数の選択肢を書いて
おく。 

4.9.3 クレームサポートとの関係 
実施例の記載は、請求項の技術的範囲を支える根拠にもなります。「サポート要件（特許

法 36 条 6 項 1 号）」を満たすためには、請求項に記載された構成が明細書のどこかに具体
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的に記載されている必要があります。そのため、実施例はできるだけ広範なバリエーション
を盛り込むよう意識しましょう。 

• 例：「本発明は上記実施例に限定されるものではない。例えば、△△の部分に××を
用いてもよい。」 

こうしておくと、後々の審査や紛争でクレームの解釈が広く認められやすくなります。 
 
4.10 産業上の利用可能性 
4.10.1 産業上の利用分野を明示 

特許出願時には、「本発明は産業上広く利用可能である」旨を示すことが求められていま
す。多くの場合は、簡単に 1～2 行で「○○産業において利用可能である」と記載するだけ
で十分です。 

• 例：「本発明は電子部品製造装置の分野において有用であり、特に○○を必要とする
生産ラインにおいて大きなメリットをもたらす。」 

4.10.2 書き方のヒント 
産業上の利用可能性は、特に化学分野などでは「化合物が工業的に利用されるか」を説明

する際に詳しく書く場合もあります。もし用途が複数あるなら、広く書いておくほど後々有
利になることが多いです。 

 
 
（サンプル）「自動ボトルキャッピング装置」に関する明細書 
【技術分野】 
本発明は、自動生産ラインにおいてボトルの口部にキャップを装着・締め付けする装置に関
するものであり、特に生産効率と安定性を向上させる構造に関する。 
【解説】 

• 技術分野は「○○に関する発明である」と簡潔に書くのが一般的です。 
• 過度に広く書きすぎない一方で、本発明がどの業界・分野の技術なのかがすぐ分か

るように記載します。 
 

【背景技術】 
従来の自動ボトルキャッピング装置としては、例えば特許文献 1 に記載されたように、コ
ンベア上を搬送されるボトルに対してキャッピングユニットが上方からキャップを押し込
み、一定のトルクで締め付ける方法が広く用いられている。しかしながら、この従来装置で
はボトルの高さや形状が変化する場合に調整が必要であり、調整作業に時間がかかるとい
う問題があった。 
【解説】 

• 背景技術では「従来どのような装置や方法が用いられていたか」「どのような問題が
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あったか」を示します。 
• 「特許文献 1」のように、文献番号だけ簡潔に引用することが多く、詳細説明をし

すぎないのがポイントです（自ら先行技術を認めすぎると不利になる場合があるた
め）。 

 
【発明が解決しようとする課題】 
本発明は、ボトルの高さや形状が異なっていても、調整作業を最低限に抑えつつ、高い生産
効率でキャッピング処理を行うことを目的とする。また、キャップの締め付けトルクを適切
に制御し、不良締めや締め付け不足を低減することも課題の一つである。 
【解説】 

• 従来技術の問題（調整に時間がかかるなど）を踏まえ、「本発明はここを解決します
よ」と明確に示します。 

• 過度に狭い課題にしないように注意しましょう。「調整時間を 3 秒以下にする」のよ
うに数字で絞り込むと、後々クレームを広げにくくなる場合があります。 

 
【解決手段】 
上記課題を解決するために、本発明の自動ボトルキャッピング装置は、以下の構成を備える。 

1. キャップ供給部と、ボトル搬送用のコンベアとを備え、 
2. 搬送されるボトルの高さを検知する高さセンサと、 
3. 前記高さセンサによる検知結果に基づいて自動的に上下位置を調整するキャッピン

グヘッド、 
4. キャッピングヘッド内部に設けたトルク制御モータ、 
5. 前記トルク制御モータが得た回転抵抗値に応じて、キャップの締め付けトルクをリ

アルタイムで制御する制御部、 
を特徴とする。 

【解説】 
• 解決手段では、課題を解決するために必要な主要構成を大枠で示します。 
• あまり詳細な寸法や材質まで書き込まないことで、請求項作成の際に広くカバーで

きるようにします。 
 

【発明の効果】 
本発明によれば、ボトルの高さに応じてキャッピングヘッドの位置が自動調整されるため、
サイズや形状の異なるボトルに対応可能となり、ライン停止を伴う煩雑な調整作業を低減
できる。また、トルク制御モータの搭載により、締め付け不足や締め付け過剰による不良品
を削減でき、生産効率と品質を同時に向上できる。 
【解説】 
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• 効果の項目では、「課題」をどのように解消し、どんな優位性を生むかをアピールし
ます。 

• 可能であれば、定量的な根拠（「生産効率が従来比 10%向上」など）を示すと、進歩
性の立証に役立ちます。 

 
【実施例（概要）】 
図 1 に示すように、本発明の自動ボトルキャッピング装置 10 は、コンベア 11 とキャッピ
ングヘッド 12 とを備え、キャッピングヘッド 12 の上方にはキャップを貯留するホッパ 13
が連結されている。また、キャッピングヘッド 12 は高さセンサ 14 によって検知されたボ
トルの高さ情報に基づき、リニアアクチュエータ 15 によって上下位置が可変となる。 
さらに、キャッピングヘッド 12 内のモータ 16 にはトルクセンサが付与されており、制御
部 17 へ回転抵抗値が送信される。制御部 17 は回転抵抗値を監視しながらモータ 16 に供給
する電流量を調整することで、締め付けトルクを適切に制御する。 
【解説】 

• 実施例では実際の装置の構成要素（番号をつけて説明）を具体的に書きます。 
• 図面の簡単な説明 と対応させながら書くのが通常です。今回はサンプルなので短く

していますが、実際にはもう少し細かい工程や制御フローを記載しても良いでしょ
う。 

 
【請求項】（サンプルとして 2 つ記載） 

1. 【請求項 1】 
自動ボトルキャッピング装置において、 

o ボトルを搬送するコンベアと、 
o キャップをボトルに装着するキャッピングヘッドと、 
o 前記ボトルの高さを検知する高さセンサと、 
o 前記高さセンサによる検知結果に基づき前記キャッピングヘッドの上下位

置を調整するアクチュエータと、 
o 前記キャッピングヘッド内部に設けられ、締め付けトルクを制御可能なトル

ク制御モータと、 
o 前記トルク制御モータからの回転抵抗値に基づき締め付けトルクを制御す

る制御部 
を備えることを特徴とする自動ボトルキャッピング装置。 

2. 【請求項 2】 
請求項 1 に記載の自動ボトルキャッピング装置において、 
前記制御部が、キャップの締め付け完了を検知すると、前記回転抵抗値が所定値を
超過する前にモータへの電流を制限する制御機能をさらに備えることを特徴とする
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自動ボトルキャッピング装置。 
【解説】 

• 請求項 1 は装置の基本構成をまとめた独立クレームで、“A+B+C…” の形で要素を
列挙しています。 

• 請求項 2 は従属クレームで、請求項 1 を引用し「回転抵抗値が所定値を超過する前
に電流を制限」という追加機能を盛り込んでいます。 

• これにより、審査段階で先行技術との相違点を絞り込む際や、紛争時に保護範囲を
強化する際に使えます。 

 
【サンプル明細書のポイントまとめ】 

1. 技術分野 
o 「○○装置に関する」と短くまとめ、対象分野を的確に示す。 

2. 背景技術 
o 従来の代表的手法を簡潔に記述し、従来技術の課題や不便さを提示する。 

3. 課題・解決手段・効果 
o 一連の流れで、本発明の特徴・新規性を訴求しやすくする。 

4. 実施例 
o 図面番号を活用し、各部品や動作の詳細を分かりやすく説明。 
o 様々なバリエーションも可能である旨（例：「アクチュエータは油圧式でも

良い」など）を記載するとさらに広い範囲をサポートできる。 
5. 請求項 

o 本発明の権利範囲を定義する最重要パート。 
o 必須構成要素（独立クレーム）＋追加要素（従属クレーム）を段階的に書き、

幅広さと特許要件クリアのバランスを取る。 
 
【最終コメント】 

• 実際の明細書ではさらに「図面の簡単な説明」や「具体的実施例の補足」「産業上の
利用可能性」などの項目を盛り込むことがあります。 

• 比較実験や性能評価データがあれば、進歩性を強調するために記載するとより強い
出願につながります。 

• 読み手にとっては「どこが本質的構成で、どこがオプションなのか」を分かりやす
く示すことが大切です。 

このサンプルをベースに、「自社の実際の装置や方法ならどこが違うか？」という視点で読
んでいくと、初学者の方でも具体的な明細書作成イメージを掴みやすくなるはずです。 
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Q1. 「背景技術」はどこまで詳しく書くべきですか？ 
A1. 

• 従来技術の概略と、それが抱える課題や限界を示す程度で十分です。 
• 詳しすぎる引用は、自ら先行技術と本発明の類似点を強調してしまう危険があるの

で注意しましょう。 
Q2. 「発明が解決しようとする課題」は何か特別な書き方のコツがありますか？ 
A2. 

• ポイントは「従来技術の問題点」と、「それを解決する上で本発明が狙う核心」を明
確に書くことです。 

• あまり狭く書きすぎると、請求項が後に広がらない恐れがあるため、必要最小限に
絞りすぎないことも意識してください。 

Q3. 実際に製品名やブランド名を「背景技術」で挙げても大丈夫？ 
A3. 

• 一般的には、公表済みの製品名などを客観的に記載する分には問題ありません。 
• ただし競合製品名を連呼して自発的にその内容を詳細に解説するのはリスクがある

ので、発明内容の理解に必要な範囲にとどめるのが無難です。 
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第 5 章 請求項の作成と書き方 
 
5.1 なぜ請求項（特許請求の範囲）が重要か 

「特許請求の範囲（請求項）」は、特許明細書の中で最も重要な部分と言っても過言では
ありません。というのも、特許権の効力は、請求項に記載された技術的範囲にのみ及ぶから
です。すなわち、請求項に書かれていない技術要素は、原則として特許権でカバーされませ
ん。 

• 強い特許を取るためには、適切に広い請求項を作成しつつ、拒絶理由をクリアでき
る程度の限定が必要 

• 弱い請求項（あまりに限定が多く、簡単に回避されてしまう構成）では意味が薄い 
• 広すぎる請求項だと、審査で拒絶されやすくなる 

このバランスをとるのは、弁理士や知財実務者の腕の見せ所です。 
 
5.2 請求項の基本構造 
5.2.1 先行技術を踏まえた構成 

請求項を作成する際は、先行技術調査で得た情報を踏まえることが欠かせません。すでに
類似の構成が公知（先行文献や公報に記載されている）であれば、その構成との差異を明確
に盛り込みつつ、できるだけ広い概念を網羅するように書きます。 

• 例： 
o 従来品：A＋B 
o 新発明：A＋B＋C（ここで C が特徴的要素） 
o さらに、変形実施例として C’もあるかもしれないなら、その分もカバーで

きるように記載 
5.2.2 「最広義クレーム」と「従属クレーム」 

通常、特許出願では請求項を複数設定し、最も広い概念をカバーする独立クレーム（最広
義クレーム）と、それを限定・補足した従属クレームを連ねる形を取ります。 

• 例： 
o 請求項 1（独立クレーム）：「A と B と C とを備える装置。」 
o 請求項 2（従属クレーム）：「前記 C が○○を含む、請求項 1 に記載の装置。」 
o 請求項 3（従属クレーム）：「前記 B が△△の材質で構成される、請求項 1 ま

たは 2 に記載の装置。」 
従属クレームは、より限定的な構成を追加することで、特許要件（進歩性や新規性など）

をクリアしやすくする役目を持ちます。また、審査の過程で拒絶理由に対処しやすくするた
めのセーフティネットのような意味合いもあります。 
 
5.3 請求項における表現技法 
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5.3.1 箇条書き形式 
日本の特許実務では、請求項は通常、1 文で書き切る形式が多いです。ただし、改行や箇

条書きを用いて構成要素を並列に列挙する手法もよく用いられます。可読性を高めるため
には、次のような書き方が有効です。 
請求項 1： 
○○装置において、 
1）A を備えること、 
2）B を備えること、 
3）C を備えること、 
を特徴とする○○装置。 

このように箇条書きにすることで、審査官や第三者が、どこが構成要素であるかを認識し
やすくなります。ただし、最終的には句点（「。」）で結ばれる 1 つのセンテンスであるとい
う点に注意し、文法上成立する形に整合をとってください。 
5.3.2 装置クレーム、方法クレーム、プログラムクレーム 

同じ発明でも、保護したい法的性質に応じて、「装置（物）としてのクレーム」「方法とし
てのクレーム」「プログラム（ソフトウェア）としてのクレーム」などを併用することが多
いです。例えば、ある画像処理技術を保護する場合、 

• 装置クレーム：「画像処理装置」で、その構成要素を列挙 
• 方法クレーム：「画像処理方法」で、処理ステップを列挙 
• プログラムクレーム：「画像処理プログラム」で、コンピュータに実行させるステッ

プを列挙 
それぞれが審査段階で通る・通らないの判断が異なることもあるため、広く網を張ってお

くことが多いのです。 
 
5.4 進歩性確保のための書き方 
5.4.1 差異要素をきちんとアピール 

先行技術調査の結果、従来技術との明確な差異が「要素 C」にあることが分かっている場
合は、請求項の中できちんと C を含む構成を明示する必要があります。単に A+B と書いた
程度では、新規性すら疑われる可能性があるため注意が必要です。 

• 例：請求項 1：「A と B とを備える装置。」 → これだけでは従来技術と同じかもし
れない 

• 例：請求項 2：「A と B と C とを備え、C が××を可能にすることを特徴とする装
置。」 → 差異要素 C を強調 

5.4.2 クレームの独立性と依存関係 
最広義クレームを広く書きすぎると、先行技術に包含されてしまうリスクが高まります。

しかし、狭く書きすぎると回避設計が容易になる上に、他の類似技術まで排除できません。 
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そこで、複数の段階的に広さが異なる独立クレームを用意する手法もあります（ただし、
出願費用がかさむケースもあり、出願国や請求項数制限などの規定との兼ね合いが必要で
す）。 

• 独立クレーム 1：比較的広めの要件 
• 独立クレーム 2：差異要素を強調して進歩性を強固にしつつ、やや狭い範囲 
• 従属クレーム：さらに具体的・詳細な構成を追加 

こうすることで、もし広いクレームが先行技術に抵触して審査で拒絶されても、次に広い
クレームを補正や意見書で主張しやすくなります。 
 
5.5 化学分野特有のクレーム作成 
5.5.1 物質クレーム・用途クレーム・製造方法クレーム 

化学発明では、「化合物そのもの」を保護する物質クレーム以外にも、その化合物の用途
や製造方法を保護するクレームを別に立てることが多いです。 

• 物質クレーム：「下記一般式（I）で表される化合物」など 
• 用途クレーム：「下記一般式（I）で表される化合物を含有してなる医薬組成物」な

ど 
• 製造方法クレーム：「下記一般式（I）で表される化合物を得る方法」など 

化学分野では、同じ化合物でも医薬用途と農薬用途では全く別の特許価値を持つ場合が
あります。そのため、用途ごとに別クレームを設定しておくことが多いのです。 
5.5.2 数値限定とその範囲 

化学発明（材料分野を含む）では数値範囲を限定する記載がしばしば出てきます（例：分
子量や粒度、pH、温度、圧力など）。このとき、数値範囲をどこまで広げるか・どこまで絞
るかは、進歩性と実施可能性のバランスを考慮して決める必要があります。 

• 広く書きすぎると：従来技術を包含してしまい、新規性や進歩性が否定されるリス
クがある 

• 狭く書きすぎると：実施範囲が限定されすぎて、競合他社による回避設計が容易に
なる 

実施例における実測値や実験結果を基に、合理的な根拠を示して範囲を設定すると良い
でしょう。 
 
5.6 ソフトウェア・ビジネスモデル特有のクレーム作成 
5.6.1 方法クレームとプログラムクレームの使い分け 

ソフトウェア発明の保護には大きく分けて以下の 2 種類のクレームが考えられます。 
1. 方法クレーム（プロセスクレーム） 

o 「コンピュータを用いた○○処理方法」で、処理ステップを列挙する。 
2. プログラムクレーム 
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o 「コンピュータに××処理を実行させるプログラム」で、コンピュータを構
成する命令群として説明する。 

さらに装置クレーム（「○○処理を行うサーバ装置」など）を立てる場合もあります。日
本特許法では、ソフトウェア（プログラム）自体も「物」として保護対象になり得ます（プ
ログラム等の保護の拡充）。したがって、方法・プログラム・装置を一括で請求しておくこ
とで、ライセンス対応や権利行使の幅が広がります。 
5.6.2 ビジネスモデル特許を成立させるためのポイント 

ビジネスモデル特許（特に金融や EC などのサービス形態）は、単なるビジネス手法や経
済ルールだけでは特許になりにくい点に注意が必要です。 

• 重要なのは、「技術的課題をどのような手段で解決するか」が明示されているかどう
か 

• 例：データベース構造をどう工夫して高速化を実現したか、ネットワーク通信手順
をどう最適化したか、など 

単に「新しい課金体系」「斬新な取引ルール」だけを謳っても、技術的手段の記載が乏しけ
れば拒絶されやすいという現実があります。 
 
5.7 クレームドラフト時の注意点 
5.7.1 余分な限定を避ける 

請求項に書き込む構成要件が多すぎると、他社はそこを一部でも変更するだけで容易に
回避できてしまいます。本質的な特徴に絞った表現にすることが大切です。例えば、材料の
色や形状といった、本発明の本質と無関係な特徴まで記載してしまうと、不要に範囲を狭め
る恐れがあります。 
5.7.2 それでも必要があれば書く 

一方で、審査を通過するためには、ある程度の限定が必要な場合もあります。全く限定の
ない請求項だと先行技術に包含される可能性が高いからです。たとえば、課題を解決するう
えで必須となる要素があるなら、その要素を素直に書くべきです。書かないと「記載不備」
や「サポート不足」と見なされるリスクもあります。 
5.7.3 用語の統一と定義 

請求項に用いる用語は、明細書全体で統一して使うことが重要です。仮に、実施例で「モ
ータ」と書いているのに請求項で「駆動部」とだけ書いていて、相互の対応関係が不明瞭だ
と、サポート要件や明確性要件で問題視されるかもしれません。また、特有の用語を使う場
合は明細書中で定義を記載しておくと安全です。 
 
5.8 まとめ：書類全体と請求項との連動 

ここまでで見てきたように、明細書本体の「課題」「解決手段」「効果」の流れと、請求項
（特許請求の範囲）の内容は常に連動していることが理想です。 
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1. 背景技術・課題で示した問題が、 
2. 解決手段（請求項）により解決され、 
3. 効果として優位性を生む 

という因果関係をストーリーとして分かりやすく示せれば、審査官に「この発明は従来技術
との差別化が明白である」と認識してもらいやすくなります。また、後の審査で補正（クレ
ーム変更）を行う場合も、明細書の記載（サポート）がしっかりしていれば対応の幅が広が
ります。 

 
 
Q1. 「独立クレーム」と「従属クレーム」の違いは何ですか？ 
A1. 

• 独立クレーム はそれ単体で特許権の範囲を定めるクレームで、最も広い概念を狙っ
たり、要件を一定程度絞ったり、出願人の戦略に応じて構成されます。 

• 従属クレーム は独立クレームを引用し、追加要素や限定要素を加えることで、より
細かい発明態様を保護します。審査で独立クレームが拒絶された際の“セーフティネ
ット”にもなります。 

Q2. 広く書きたいけど、先行技術と被るかもしれない… どうすればいい？ 
A2. 

• 最初はなるべく広めに書き、複数の従属クレームで段階的に限定する方法が一般的
です。 

• 審査過程で引用文献との区別がつかなくなったら、意見書や補正書で必要最小限を
限定して差異を明確化しましょう。 

Q3. 「手段語（means-plus-function）」や「プログラムクレーム」の書き方に注意はありま
すか？ 
A3. 

• 日本でも手段語の使い方は慎重に運用されますが、特に米国では “means-plus-
function claim” に対する解釈が厳しくなる可能性があります。 

• ソフトウェア発明の場合、方法クレーム・プログラムクレーム・装置クレーム を併
用する戦略が多いですが、国ごとの審査基準やクレーム形式を考慮してドラフトし
てください。 
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第 6 章 実施例・図面の表現方法 
 
6.1 実施例の意義と基本構成 
6.1.1 実施例は「発明を実施するための形態」の中核 

すでに前章までで触れましたが、「発明を実施するための形態」は、多くの場合で明細書
の中核を成すボリュームゾーンです。その中でも特に、実際に発明を実施する具体例を示す
「実施例」は、審査官や第三者に発明を理解してもらううえで非常に重要な役割を果たしま
す。ここでは、実施例を書くときに気をつけるべきポイントを詳細に見ていきましょう。 
6.1.2 実施例が果たす役割 

1. 発明の具体性の確保 
o 特許法でいう「サポート要件」や「十分な開示」の要件を満たすために、ど

のように実施するのかを具体的に説明する必要がある。 
2. 進歩性の補強 

o 従来技術と比較してどのような優れた効果があるかを、定量的・定性的に示
すことで、進歩性の判断に寄与する。 

3. 権利範囲拡大への足掛かり 
o 実施例で明示したバリエーションや使用条件などが、後にクレーム補正する

ときの根拠（サポート）となる。 
6.1.3 実施例を書く際の基本構成 

実施例は、大きく以下の流れを踏まえて記載すると分かりやすくなります。 
1. 構成要素の説明 

o 「図 1 に示す装置 10 は、モータ 12 と回転軸 14 を備え、…」のように、部
品やモジュールに符号を付しつつ書く。 

2. 具体的なパラメータや条件 
o 「反応温度は 150℃、圧力は 1MPa、触媒は Ni 系触媒を用いた…」など、

再現可能なレベルで情報を与える。 
3. 動作・作用の説明 

o 「装置 10 を起動すると、モータ 12 が駆動し、回転軸 14 が○○運動を行う
ことで××の効果を得る。」 

4. 効果・比較例 
o 「従来方法（比較例 1）では平均粒径が 10μm であったが、本発明例（実施

例 1）では平均粒径が 5μm に低減した。」 
同時に、過度に一例のみを詳細に書きすぎてしまうと、かえってクレーム範囲が狭まるリ

スクがあります。「本発明は、以下の実施例に限定されるものではない」などの文言を入れ、
バリエーションを広くカバーできるように工夫しましょう。 
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6.2 実験データ・比較例の提示方法 
6.2.1 実験データの重要性 

特に化学・バイオ・材料分野では、実験データが進歩性の判断を左右することがあります。
たとえば、新しい素材の強度アップや、医薬品の新たな薬効などは、数値データや試験結果
があれば格段に説得力が増します。 

• 定量データの具体例 
o 機械特性（引張強度、ヤング率、摩耗係数など） 
o 化学特性（融点、分子量、分光分析値など） 
o 生物学的活性（抗菌活性、酵素活性など） 

6.2.2 比較例（対照実験）の扱い 
比較例は、従来品や従来方法と同じ条件下で実験を行った結果を示すものです。「本発明

ではこのように改善されたが、比較例では改善されなかった」という形で提示することで、
当業者にとって従来技術との違いを明確に示すことができます。 

• 比較例を設定するときの注意点 
o 公正な比較: 従来技術と比較するときは、極端に不利な条件で比較するので

はなく、実際に従来技術が用いられる条件に近い形で比較する。 
o 複数の比較例: 効果を強調するために、異なる条件で複数の比較例を設けて

もよい。 
o 数値のばらつきへの配慮: 試験条件や測定誤差を考慮し、平均値や標準偏差

などを示すとより信頼性が高まる。 
6.2.3 データの提示方法の具体例 

1. 表形式 
o 表を用いて、「従来法」「本発明」「比較例」の各条件や結果を一覧にする。 

2. グラフ・図表 
o 折れ線グラフや棒グラフを挿入すると可視化効果が高い。 

3. 写真・図面 
o 例えば、顕微鏡写真を並べて比較する例もある（ただし、明細書に写真を入

れる場合は特許庁の図面規則との整合に注意する）。 
なお、図面やグラフは「図面の簡単な説明」でも触れておく必要があります。また、比較

例の詳細は実施例の一部として書き込むのが一般的です。 
 
6.3 図面の作成と注意点 
6.3.1 図面の種類 

特許明細書で使用される図面は多岐にわたります。代表的なものを挙げると： 
• 外観図・斜視図・正面図・平面図・側面図・断面図 

o 装置や部品の形状を示すための基本的な図面。 
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• 回路図 
o 電気回路を示す場合に用いる。 

• フローチャート 
o ソフトウェア発明の場合、処理手順を段階的に示す。 

• ブロック図 
o 各モジュール（ハードウェア・ソフトウェア）の機能ブロックの関連を示す。 

• 化学構造式 
o 化学発明の場合、分子構造を示す図として利用。 

6.3.2 図面作成の基本ルール 
日本の特許庁の規則により、図面には以下のような基本ルールがあります（大まかな例）： 
• 線は黒色かつ実線であること 
• 文字や符号は明瞭で読みやすいフォントを用いる 
• 図面中の要素に付す符号は明細書の本文中の記載とも対応を取ること（例：部品 10、

モータ 12 など） 
• 寸法やスケールを表す数字を直接図に書かない（必要に応じて本文で説明） 
• 背景や網掛け、濃淡の使用には制限がある（基本的には濃淡のない白黒で表現する） 

6.3.3 図面番号と説明文の対応 
「図 1」に対しては「図 1 は本発明の一実施形態に係る○○装置の斜視図である。」とい

った形で「図面の簡単な説明」に記載します。さらに本文中（実施例など）で、「図 1 に示
す○○装置 10 は…」のように説明することで、読者や審査官が両者を行き来しながら理解
しやすくなります。 

• 符号の付け方の例 
o 「○○装置 10」を主体とし、その構成部品は「モータ 12」「カバー13」「回

転軸 14」など連番で付けていく。 
o 同じ符号を複数の図面で共通して用いることで、誤認や混乱を防ぐ。 

 
6.4 ソフトウェア発明における図面表現 
6.4.1 フローチャートとブロック図 

ソフトウェア発明では、機械装置のように外観図や断面図は存在しないことが多いです。
そこで、主にフローチャートやブロック図を用いて、プログラムの処理手順やシステム構造
を視覚化します。 

• フローチャート: 「ステップ S1～S10」というように処理手順を番号で示す。 
• ブロック図: 「入力部」「演算部」「記憶部」「出力部」といった機能ブロック間のや

り取りを矢印や線で表す。 
6.4.2 UI 画面の図示は必要か？ 

ユーザーインターフェース（UI）や画面構成自体を特徴とする発明の場合、画面の遷移図
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や表示画面の例を示すこともあります。ただし、画面レイアウトそのものは意匠権の領域と
みなされることも多いため、もし UI のデザインを保護したい場合は、意匠登録を検討する
必要があるでしょう。 
 ただし、「UI の操作方法」が技術的課題の解決手段として重要であれば、図面として記載
する意義は十分にあります。 
 
6.5 実施例と図面の整合性・広い権利化とのバランス 
6.5.1 「具体例を示しつつ、限定しすぎない」書き方 

実施例や図面で詳細に説明しすぎると、「そこに書いてある構成だけ」が発明の本質なの
ではないかと見なされがちです。そこで明細書本文では、しばしば「本発明は上記実施例に
限定されるものではなく、当業者による種々の変更が可能である」旨の文言を入れて、広い
バリエーションを網羅する姿勢を示します。 

• 例： 
o 「本実施例ではモータ 12 としてブラシ付きモータを用いたが、ブラシレス

モータに置換してもよい。」 
o 「本実施例では温度 150℃を例示したが、120～180℃の範囲でも同様の効

果が得られる。」 
6.5.2 バリエーション実施例の重要性 

複数のバリエーションを実施例として記載すると、後の審査段階で「特定の要素を補正に
より削除」してもサポート要件を満たしやすいメリットがあります。たとえば、「モータ 12
を備える装置」と記載した実施例と、「ソレノイドを備える装置」と記載した実施例の両方
を示しておけば、いずれかの要素をクレームから外してもサポートされる可能性が高いわ
けです。 
 
6.6 まとめ：実施例・図面は発明を“見せる”要 

• 実施例は発明の再現性や効果を示す重要パート 
o 比較例や定量データで進歩性をアピール 
o 具体例に加え、「変形例」を示すことで、権利範囲を狭めすぎない 

• 図面は発明を“ビジュアル化”するツール 
o 符号や図番号、説明文との対応を明確に 
o 白黒線画が基本だが、必要に応じてフローチャートや構造式などを駆使 

• ソフトウェア分野も図面は有効 
o 処理ステップを示すフローチャート 
o 機能ブロックを示すブロック図 

これらの工夫が、後の権利化（審査）や紛争対応で大きな力を発揮することになります。 
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Q1. 実験データは必ず載せないといけませんか？ 
A1. 

• 分野（化学・医薬など）によっては実験データが進歩性の判断に直結するため、で
きるだけ具体的なデータを提示したほうが有利です。 

• 一方、機械・ソフトウェア分野では定量的データなしでも特許になる場合もありま
すが、図やフローチャートで動作を具体的に説明すると説得力が上がります。 

Q2. 図面にはカラーや写真を使ってもいいのでしょうか？ 
A2. 

• 日本特許庁への出願では原則として白黒線画が基本です。写真やカラーを用いる場
合は図面規則や審査運用の制約があるので要注意です。 

• 必要があれば、別途サンプルや補足資料で写真を提出するケースもありますが、審
査で正式な図として扱われない場合があります。 

Q3. 実施例がまだ試作段階で確立していない場合はどうしたらいい？ 
A3. 

• 可能な限り現時点での最善モードを記載し、代替案やバリエーションの可能性も書
いておくことで、将来の補正余地を残すことができます。 

• 完成度が低くて記載が不十分だと、後に要旨変更の補正が認められないリスクがあ
るため、書ける情報は最大限書いておくのがポイントです。 
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第 7 章 審査段階への対応と意見書・手続補正書の作成 
 
7.1 出願から審査請求までの流れ 
7.1.1 出願・出願公開 

日本で特許出願を行うと、原則として 1 年 6 か月後に出願内容が公開され、誰でも閲覧
できる状態になります（公開公報）。公開公報が出た段階ではまだ審査は行われていません。 
7.1.2 審査請求と審査着手 

審査を受けたい場合は、出願日から 3 年以内に審査請求を行う必要があります。審査請
求がなされると、特許庁の審査官による実体審査が着手され、先行技術調査や要件のチェッ
クが行われます。 
7.1.3 審査官からの通知 

審査の結果、「新規性や進歩性を欠く可能性がある」「明細書に不備がある」などが見つか
れば、特許庁から拒絶理由通知が送付されます。出願人（弁理士などの代理人）はこれに対
して、意見書や手続補正書を提出して反論や補正を行います。 

• 拒絶理由通知に対する応答期限は、通常 60 日（日本国内）ですが、延長制度なども
あります。 

• 拒絶理由が解消できれば特許査定となり、特許料を納付すれば特許権が成立します。 
 
7.2 拒絶理由通知への対応の基本方針 
7.2.1 拒絶理由通知の種類とよくあるパターン 

審査官から来る拒絶理由には、大きく分けて以下のようなパターンがあります。 
1. 新規性・進歩性の否定 

o 「引用文献 1 に A と B が記載されており、引用文献 2 に C が記載されてい
るため、A+B+C は当業者が容易に想到し得る。」など。 

2. サポート要件違反・明確性違反 
o 「請求項に記載の構成が明細書に具体的に開示されていない」「用語が曖昧」

など。 
3. 記載要件違反 

o 「課題や効果が不十分に説明されている」「図面と本文の整合性がない」な
ど。 

4. その他の手続上の不備 
o 「共同発明者の出願人名義に誤りがある」「優先権書類が未提出」など。 

7.2.2 応答方針の策定 
拒絶理由通知を受け取ったら、まず発明者や知財担当部門、弁理士が協議し、応答方針を

定めます。大きくは以下の選択肢があります。 
1. 反論のみで対応する 
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o 「引用文献 1 の技術内容は本発明の構成と異なる」など、審査官が誤認して
いる点を丁寧に説明する。 

2. 補正（クレーム補正）して応答する 
o 請求項をより限定的に書き換えて、先行文献との差異を明確化する。 

3. 出願を放棄・取下げ 
o ビジネス上の優先度が低いと判断した場合、追加コストをかけてまで権利化

を目指さない選択をすることもある。 
通常は、「補正」＋「意見書での反論」という組み合わせで対応するケースが多いでしょ

う。 
 
7.3 意見書の作成 
7.3.1 意見書の役割 

意見書は、審査官から示された拒絶理由に対して「なぜ拒絶理由が当てはまらないか」「自
分たちの発明は依然として特許要件を満たしている」という主張を述べる書類です。根拠と
して、明細書の記載や引用文献の内容を詳細に検討し、論理的に主張します。 

• 構成例 
1. 拒絶理由通知における指摘事項の要旨の確認 
2. 出願人の主張（引用文献との相違点・効果の有無など） 
3. 補正を行う場合は、その補正の理由・効果 

7.3.2 説得力を高めるための工夫 
• 引用文献の技術内容を正確に把握する 

o 審査官が引用している文献をしっかり読み込み、「文献のどこにも本発明と
同じ構成が示されていない」ことを具体的に示す。 

• 技術的背景を丁寧に説明する 
o 「当業者にとって、本発明のような組み合わせは常套手段ではなかった」な

ど、業界の常識や従来の課題をあらためて示す。 
• 比較データや補強資料を追加提出する（場合により可能な範囲で） 

o 本発明が優位性を有することを示す追加実験データなどを意見書と併せて
提出することもある。 

7.3.3 意見書作成の注意点 
• 感情的な表現は避け、冷静かつ論理的に 

o 「審査官の言うことは誤りである」など対立的な書き方は逆効果になる場合
がある。 

• 新たな発明の追加はできない 
o 意見書でまったく別の発明を主張することは、法的に認められない（要旨変

更禁止）。 
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• 期限厳守 
o 意見書の提出期限を過ぎると、審査手続は継続されず、拒絶査定になる可能

性がある。 
 
7.4 手続補正書の作成 
7.4.1 手続補正書とは 

手続補正書は、特許出願時に提出した明細書や請求項、要約書などの記載を審査中に補正
（修正）するための書類です。拒絶理由通知に対応するときによく使われます。 

• 典型的な補正内容 
1. 請求項の訂正・限定（先行技術を回避・区別するため） 
2. 明細書の補足説明（サポート要件や記載不備を補うため） 
3. 誤記の修正 

7.4.2 補正の制限（要旨変更禁止） 
日本の特許法では、出願後に発明の要旨を変更する補正は認められないというルールが

あります。つまり、明細書に本来記載のない新たな特徴を追加するような補正はできないの
です。 

• 例：できない補正 
o もともと明細書に「回転軸 14」としか書いていないのに、補正で「回転軸

14 は、振動モータと連結している」と新たな要素を付け加える。 
o そもそも書かれていなかった発明の構成を後付けする。 

• 例：できる補正 
o 請求項で「モータ」とだけ書いていたところ、実施例に記載のある「ブラシ

レスモータ」という限定を追加する（これは要旨変更ではなく明細書に開示
済みの内容だから OK）。 

7.4.3 新規事項追加との関係 
要旨変更禁止と併せて気をつけるのが「新規事項追加」です。明細書に書かれていなかっ

た新しい要素を後から入れると、「新規事項追加」として補正却下される恐れがあります。 
• 補正は「明細書の記載内容＋その合理的な範囲」に留めなければならない。 
• 審査官は「補正によって当初の開示内容を超えていないか」を厳しくチェックする。 

 
7.5 補正戦略：クレームの段階的限定 
7.5.1 段階的な「限定補正」 

拒絶理由通知における先行技術との差異が微妙であった場合、「クレームを少し限定して、
より明確に差異を示す」のが一般的な補正戦略です。最初から全面的に大幅な限定を行うと、
権利範囲が狭くなりすぎてしまうため、必要最小限の限定で回避できるかを検討します。 

• 例： 
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o 請求項 1（独立クレーム）：装置が A と B とを備える。 
o →先行技術も A+B の組み合わせを開示。 
o →補正後のクレーム 1：装置が A と B と「C」を備え、C は××を可能にす

る構成。 
o これにより先行技術との差が一層明確になり、審査官の拒絶理由をクリアで

きる可能性を高める。 
7.5.2 別の従属クレームを独立クレーム化する 

出願時に複数の従属クレーム（請求項 2、3…）を設定しておくと、審査段階で拒絶理由
が来たときに、従属クレームの構成を独立クレームへ移行させる補正がやりやすくなりま
す。 

• 例： 
o 請求項 1：A+B（広い） 
o 請求項 2：請求項 1 に従属し、さらに C を備える（より限定的） 
o 拒絶理由通知：A+B は先行技術にある。 
o 補正：請求項 2 の構成（A+B+C）を、新たな独立クレームとして書き直す。 
o 結果：先行技術との差異が明確になる（かつ範囲は請求項 1 よりは狭いが、

まだ十分広い場合もある）。 
 
7.6 応答後の流れ 
7.6.1 審査官の判断 

意見書・補正書を提出すると、審査官は再度審査を行い、「拒絶理由が解消されたかどう
か」を判断します。 

• 解消された場合: 特許査定が出て、一定期間内に特許料を納付すれば特許権が成立。 
• 解消されなかった場合: 追加で再度拒絶理由通知が出る、または拒絶査定が出る。 

7.6.2 拒絶査定への不服申立 
もし最終的に拒絶査定となった場合は、拒絶査定不服審判を請求して争うことができま

す。審判では別の審判官が審理を行い、覆る可能性がある場合も少なくありません。 
• ただし、審判請求には費用も時間もかかるため、ビジネス上の重要度を考慮して判

断する必要があります。 
7.6.3 特許査定後の手続 

特許査定が確定した後、特許料を納付すると特許登録がなされ、特許公報として公告され
ます。そこから原則 20 年間（出願日から起算）の存続期間がスタートします。年ごとの特
許維持年金を払い続けることで権利を存続させることができます。 
 
7.7 審査対応のポイント総括 

1. 拒絶理由を冷静に分析する 
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o 審査官が引いた先行文献は本当に本発明をカバーしているか？ 
o 文献の相違点を丁寧に洗い出し、意見書で反論するか、補正で差異を強調す

るかを検討。 
2. 補正戦略を立てる 

o 出願時から複数の従属クレームを設定しておくと、有利に補正が行える。 
o 補正は要旨変更にならない範囲で、なるべく広い権利範囲を確保する。 

3. 追加データ・比較例などで進歩性を裏付ける 
o 審査官が「容易想到」と判断している場合でも、実際には顕著な効果がある

ことを示すデータを提出できれば逆転の可能性がある。 
4. 期限管理を徹底する 

o 意見書や補正書の提出期限を守らないと、権利取得のチャンスを逃すおそれ
がある。 

 
 
Q1. 拒絶理由通知を受け取ったら、まず何をすればいい？ 
A1. 

1. 理由を丁寧に読み込む（新規性・進歩性・サポート要件のどこが問題になっている
のかを正確に把握） 

2. 先行文献を再チェックし、本当に同一・類似かどうか検討 
3. 発明者・知財担当・弁理士で応答方針を協議（反論主体 or 補正主体 or その両方） 

Q2. 意見書と手続補正書を同時に出すのはよくあることですか？ 
A2. 

• はい、同時提出が一般的です。拒絶理由に対して「引用文献とは異なる」と反論し
ながら、念のためクレームを限定補正してすり抜ける戦略をとるケースが多いです。 

• 単独で反論のみを行う場合もありますが、その場合は十分なデータや論理的説明が
必要です。 

Q3. 補正するときに追加実験データを盛り込むことは可能ですか？ 
A3. 

• 明細書本文そのものには新規事項を追加できません（要旨変更禁止）。 
• ただし、既に明細書に書いてある効果を補強する比較データなどは、意見書の参考

資料として提出する場合があります。その際は「新規事項追加」にならないよう注
意してください。 
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第 8 章 海外への出願の基礎知識 
 
8.1 なぜ海外への出願が必要か 
8.1.1 グローバルビジネスと特許 

企業が海外でビジネスを展開する場合、あるいは将来的に海外市場で自社技術が模倣さ
れるリスクが高いと考えられる場合には、海外でも特許権を取得して自社技術を守ること
が重要です。国ごとに特許制度は異なり、日本で特許を取得しただけでは海外での権利保護
が及びません。たとえば、米国や欧州、中国などの主要国で自社技術を製品化する予定があ
るのであれば、それぞれの国で特許権の取得を検討する必要があります。 
8.1.2 他社の模倣品対策 

海外で製品を販売したりライセンス契約を結んだりする際、特許がなければ模倣品を排
除する法的根拠がないため、他社に追随・コピーされてしまうリスクが高まります。グロー
バル市場における価格競争や粗悪なコピー品の出回りを防ぐ意味でも、海外での特許取得
は事業戦略上大きな価値を持ちます。 
8.1.3 ライセンス収入の可能性 

海外で特許を保有していると、現地企業との交渉でライセンス料を得る道が開けます。ま
た、共同開発や合弁事業の際にも、特許を有していると技術的・経済的な優位性を確保でき
ます。特許を握っていれば、現地パートナーと対等、もしくは優位に交渉を進められるでし
ょう。 
 
8.2 パリルートと PCT ルートの比較 
8.2.1 パリルートとは 

パリルートとは、日本での出願（あるいは他国での最初の出願）を基点として、パリ条約
に基づく優先権を主張しながら各国に直接出願する手法です。日本で出願してから 1 年以
内（優先期間）に、優先権を主張して海外各国へ個別に出願を行います。 

• メリット 
o 比較的スピーディに各国の審査が始まり、早めに権利化の可否が分かる。 
o 必要な国だけ選択して出願できるため、戦略的な出願がしやすい。 

• デメリット 
o 同時期に多くの国へ出願すると、翻訳費用や現地代理人費用が一気に発生す

る。 
o 各国それぞれの手続きを個別に管理する必要がある。 

8.2.2 PCT ルート（国際出願）とは 
PCT（Patent Cooperation Treaty）ルートでは、まず国際出願を行い、世界中の PCT 加

盟国（約 150 か国以上）を対象に暫定的な保護を確保します。国際出願をすると、国際調査
報告（ISR）や国際予備審査報告（WO/ISA、WO/IPEA など）が得られ、先行技術や特許
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性についての見解を把握することができます。 
• メリット 

o 1 度の国際出願で多くの国をカバーできるため、初期手続の煩雑さが低減。 
o 国際段階での調査報告を参考にして、出願戦略を練り直すことができる。 
o 各国への移行期限が最長で 30 か月（国によっては 31 か月）に延びるため、

出願費用の分散が図れる。 
• デメリット 

o 国際段階で特許性が肯定されても、各国段階で必ずしも特許が取得できると
は限らない。 

o PCT の手数料と翻訳費用が別途発生し、すべての国での出願費用自体が安
くなるわけではない。 

8.2.3 どちらを選択すべきか 
• パリルート: 

o 特定の国だけをターゲットにして早期審査を得たい場合や、既に主要国が限
定されている場合に有効。 

• PCT ルート: 
o 出願予定国が多数に及ぶ場合や、出願範囲を検討している余裕を確保したい

場合に有利。 
o 国際調査報告で先行技術を確認してから、移行国を厳選したい場合にも有用。 

企 業の事業計画・予算・対象国の重要度などを総合的に考慮し、どのルートを取るか決定
します。 
 
8.3 国際段階での明細書作成の留意点 
8.3.1 英語明細書の作成 

PCT 出願を含め、海外出願では英語による明細書の作成がしばしば求められます。日本
語で明細書を作成して PCT 日本国特許庁（RO/JP）に国際出願することも可能ですが、各
国移行時には英語や現地言語への翻訳が必要です。 

• 英語明細書のポイント 
o 技術的な表現が正確であること（機械翻訳のみに頼ると誤訳のリスク大）。 
o 法的文言（例えば「comprising」「consisting of」など）を誤るとクレーム範

囲に影響する。 
o 原稿の段階で専門翻訳者や英文リーガル文書に精通した弁理士と連携する

のが望ましい。 
8.3.2 クレームの書き方の違い 

日本のクレームドラフトと、欧米・中国など他国のクレームドラフトには微妙な違いがあ
ります。たとえば、米国特許では「最広義クレーム」に複数の独立クレームを設定すること
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が多く、日本よりも請求項数が多い傾向にあります（ただし、請求項数に応じて手数料が増
える）。 

• 米国クレームの例 
o Beauregard claim（プログラムクレーム） 
o Means-plus-function claim（手段語を用いたクレーム） 

• ヨーロッパ（EPC）におけるクレーム制限 
o 一つの発明につき基本的に 1 独立クレーム（装置/方法/用途などは別とし

て、過度に多数の独立クレームは認められにくい）。 
• 中国 

o 請求項記載に特有のルールがあり、日本式の翻訳をそのまま当てはめると拒
絶理由を受ける可能性。 

8.3.3 記載要件の差異 
各国で記載要件（明確性、サポート要件、十分開示要件など）の運用が微妙に異なるため、

「日本語明細書→各国語翻訳」の際には、できるだけ海外審査を見越して記載を整えておく
ことが望ましいです。 

• 米国：Best Mode 要件（最良の実施態様の開示義務）が形骸化したと言われつつも、
まだ存在はしている。 

• 欧州：The problem-solution approach という独特の進歩性審査がある。 
• 中国：実施例の充実度を重視する傾向があり、数値範囲やデータ例に厳格な審査が

行われることも。 
国際段階（PCT 段階）でしっかりと明細書を整えておけば、各国移行時の補正や説明対

応がスムーズになります。 
 
8.4 主要国審査制度の特徴 
8.4.1 米国（USPTO） 

• 審査着手までに審査官との面接（インタビュー）を行う制度（プレアピケーション
インタビュー）を活用できる場合がある。 

• **RCE（Request for Continued Examination）**により、審査を継続して補正対応を
行う文化がある。 

• **IDS（Information Disclosure Statement）**と呼ばれる先行文献開示義務が出願人
に課される。 

8.4.2 欧州（EPO） 
• 統一的な欧州特許を取得すると、各加盟国内で特許が有効になる。ただし、 

validation（特許付与後の各国での手続）を要する。 
• Problem-Solution Approach による進歩性判断が特徴的。 
• **オーラルヒアリング（口頭審理）**に出席して直接審査官とやり取りすることも
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ある。 
8.4.3 中国（CNIPA） 

• 特許出願数が世界最大規模。 
• 審査速度が比較的早いケースもあるが、拒絶理由が出た際の対応に日本とは異なる

慣習がある。 
• **実用新案（Utility Model）**制度が非常に活発。出願から登録まで短期間（無審査）

で取得できる代わりに、権利侵害訴訟の際には評価報告書が必要になる。 
• 翻訳の精度を高め、クレームの形式に注意する（動詞の使い方や構成要素の明確な

列挙など）。 
8.4.4 韓国（KIPO）、台湾（TIPO）など 

• 日本企業にとって重要度の高いアジア圏。日本との技術交流・ビジネス連携が密接
なため、特許出願も多い。 

• 日韓・日台で審査協力や PPH（特許審査ハイウェイ）協定などが活用できるケース
がある。 

 
8.5 現地代理人との連携 
8.5.1 翻訳とローカライズの重要性 

海外への出願では翻訳の誤りが致命的な結果を招くことがあります。単なる語彙レベル
の誤訳にとどまらず、法的文言の違いや記載要件の違いを踏まえた翻訳が求められます。 

• 専門翻訳会社や現地弁理士、弁護士と密に連携する。 
• 「単語の対応」だけでなく、「法制度における概念の対応」まで踏まえた調整が必要。 

8.5.2 現地代理人との役割分担 
• 日本側: 発明内容の把握、全体戦略の策定、日本語明細書のドラフト。 
• 海外代理人: 現地法制度に基づくクレーム修正、現地言語への翻訳チェック、審査

官とのコミュニケーション。 
企業によっては、日本の弁理士が総括しつつ、現地代理人と協同する体制を整えていると

ころも多いです。 
 
8.6 まとめ：海外への出願は総合的な戦略が必要 

• パリルートと PCT ルートを状況に応じて使い分ける。 
• 各国の特許法・審査実務の違いを理解し、翻訳やクレームドラフトをローカライズ

する。 
• 費用・手間・効果を見極め、出願国を取捨選択する。 
• 現地代理人との円滑な連携が成功のカギ。 

海外への出願は国内出願よりもコストも手間もかかりますが、グローバル市場での知財戦
略には不可欠です。次章では、こうした国内外を問わない特許明細書作成の際の注意点と戦
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略を、さらに掘り下げて解説していきましょう。 
 
 
Q1. パリルートと PCT ルート、どちらが有利なの？ 
A1. 

• パリルート: 最初の出願から 1 年以内に優先権を主張して各国へ直接出願。早期に
審査が始まるが、コストが一気にかかる。 

• PCT ルート: 国際出願をしてから 30 か月程度まで各国移行を猶予でき、調査報告
を見てから移行国を選べるメリットがある。 

• どちらが有利かは対象国数・予算・戦略によります。 
Q2. 英語が苦手なのですが、海外特許出願時はどうすればいい？ 
A2. 

• 専門翻訳者や海外代理人のサポートを積極的に利用しましょう。 
• 単に機械翻訳に頼るだけでは誤訳が生じ、請求項の範囲に影響してしまう恐れがあ

ります。自社で技術内容を把握しつつ、適切な翻訳チェックが必要です。 
Q3. 米国や欧州、中国など複数国に出願するとき、クレームは一括で同じにすれば良い？ 
A3. 

• それぞれの国（地域）で審査基準やクレーム記載ルールが異なるため、まったく同
じ書きぶりでは拒絶理由を受ける可能性が高いです。 

• **各国の運用に合わせた微調整（ローカライズ）**が必要で、これは現地代理人と
連携しつつ行います。 
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第 9 章 明細書作成における注意点と戦略 
 
9.1 失敗事例から学ぶポイント 
9.1.1 記載不備による権利範囲の限定 

失敗例：実施例がごく限定的で、しかも「この実施例だけが本発明の最良の形態である」
と書いてしまったケース。 

• 結果：審査官や紛争時の相手方から「明細書に書かれた以外のバリエーションはサ
ポートされていない」と主張され、補正によるクレーム拡張が認められなくなる。 

• 教訓：具体的な実施例を示すのは大切だが、「本発明はこの例に限定されるものでは
ない」などの文言を入れ、可能なバリエーションを広く示しておくべき。 

9.1.2 不用意な“好ましい”限定で回避設計を許してしまう 
失敗例：請求項や明細書本文で「材質はアルミニウムが好ましい」と書いたため、競合他

社は「アルミニウムではなくステンレス鋼」を用いる設計変更を行い、侵害を回避。 
• 教訓：本当に必須要件でない限り、特定の材質や構成を「好ましい」とまで明記し

ない。 
• どうしても書く場合は、「この材質以外でも同様の効果が得られる」などの補足を入

れて回避されにくくする工夫が必要。 
9.1.3 先行文献の引用不備 

失敗例：背景技術の説明で具体的に引用した文献を十分に検討せずに「本発明とほぼ同じ
構成が記載」と書いてしまった結果、自ら先行技術と認める形になり、進歩性主張が困難に
なった。 

• 教訓：背景技術の記載では、先行文献の内容を慎重に扱う。過度に詳細な言及は不
要。引用する場合は「～が知られている」程度の淡白な記載が望ましい。 

 
9.2 成功事例から学ぶポイント 
9.2.1 広いクレームと従属クレームの使い分け 

成功例：大手メーカーが、最も広い独立クレーム（装置 A+B）と、それを限定する従属
クレーム（装置 A+B+C、装置 A+B+D、装置 A+B+C+D）を複数設定。審査で先行技術に
近いと指摘を受けても、適切なクレーム補正で差異を明確化。最終的に適度に広い範囲で特
許成立。 

• 教訓：複数の従属クレームを出願時に用意しておくと、審査過程で柔軟な対応が可
能。 

9.2.2 実施例のバリエーションが紛争時に威力を発揮 
成功例：特許権者が、明細書に複数の実施例を記載し、それぞれで微妙にパラメータや構

成を変えていた。侵害者はパラメータを一部変更して回避を図ろうとしたが、明細書に書か
れているバリエーションの一つに該当しており侵害成立。 
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• 教訓：最初の明細書段階でバリエーションを充実させれば、紛争時に回避設計を阻
止しやすい。 

 
9.3 分割出願や継続出願の活用 
9.3.1 分割出願の意義 

日本の特許制度では、出願中（または拒絶理由通知後の一定期間など）に分割出願をする
ことが可能です。明細書に記載された内容のうち、元の主題とは別の発明が含まれている場
合などに、分割出願を使って個別の特許として成立させることができます。 

• 例： 
o 出願時のクレーム 1～10 まであったが、審査官から「複数発明の存在（単一

性違反）」を指摘された。 
o クレーム 1～5 を本出願として継続審査し、クレーム 6～10 を分割出願とし

て別の権利化を目指す。 
9.3.2 継続出願・分割出願を見越した明細書作成 

• 最初の明細書にできるだけ幅広い技術的事項を盛り込み、将来の分割出願に備える。 
• 海外出願（米国）では Continuation や Continuation-in-Part といった制度があり、

日本の分割出願と似たような活用ができる。 
• ただし、「新規事項追加禁止」の原則はどの国でも同じように厳しい。書いていない

ことは分割や継続でも追加できない。 
 
9.4 戦略的明細書作成のポイント 
9.4.1 事業戦略・競合環境を踏まえて書く 

明細書を書く際、単に技術的な内容だけに注力するのではなく、将来的に市場で競合他社
がどう回避してくるか、あるいはどのような改良を加えるかを見越して文章を構成するこ
とが大切です。 

• 競合他社がよく使う代替材料や代替工程をあらかじめ列挙しておく。 
• その代替技術もサポートされるようにバリエーションを記載しておく。 

9.4.2 第三者からの侵害を想定したクレーム体系 
特許の目的は、自社の独占だけでなく他社の侵害を排除することにもあります。そこで、

侵害行為のパターンを想定し、装置クレーム・方法クレーム・プログラムクレームなど、多
角的にクレームを立てるのが望ましい。 

• 例：ソフトウェア関連発明 
o 装置クレーム：「コンピュータ装置」 
o 方法クレーム：「コンピュータを用いた○○処理方法」 
o プログラムクレーム：「コンピュータに××処理を実行させるプログラム」 
o サービス提供形態による侵害を広くカバー。 
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9.4.3 共同研究・共同出願の場合の取り決め 
大学や他企業との共同研究で発明が生まれた場合は、出願前に権利の帰属や実施許諾範

囲を明確にすることが欠かせません。明細書作成の段階でお互いの開示範囲を調整し、守秘
義務や権利配分の契約を結んでおくことが重要です。 
 
9.5 最新の知財トレンドへの対応 
9.5.1 AI 関連特許 

近年、AI（人工知能）関連の特許が急増しています。AI モデルや学習データに関する発
明を特許化する際には、アルゴリズムと実施形態をどこまで書くべきかが大きな課題です。
審査実務もまだ変動しており、特に海外ではビジネスメソッドとの境界が曖昧になる場合
があります。 

• 実務ポイント 
o 単なる数学的手法や抽象的アルゴリズムではなく、産業上の課題をどう具体

的に解決しているかを強調する。 
o 学習データや処理フロー、特徴量などを可能な限り具体的に記載し、技術面

での優位性を主張する。 
9.5.2 IoT・5G・DX 関連の特許 

製造業や社会インフラ、ヘルスケアなど幅広い領域で、IoT（Internet of Things）化が進
行しています。センサーデータの収集・分析・制御などが多様化する中、それらを支える通
信技術（5G/6G）やソフトウェア技術、データ処理技術にも特許取得のニーズが高まってい
ます。 

• 明細書作成のポイント 
o システム全体の構造を示すブロック図や通信フロー図を丁寧に作成。 
o 利用シーンや効果（リアルタイム性、耐障害性、安全性など）を具体的に説

明。 
9.5.3 ESG・環境技術特許 

環境保護や脱炭素化に向けた技術革新（グリーンテック）でも特許出願が活況です。CO2
削減、再生可能エネルギー技術、省エネ製品などは国際的な関心が高い分野であり、多くの
企業が研究開発に注力しています。 

• ポイント 
o 実証データ（省エネ率、環境負荷低減量など）を具体的に記載し、進歩性を

裏付ける。 
o 海外出願も視野に、各国の環境規制との関連を意識して明細書を作成する。 

 
9.6 まとめ：柔軟かつ先回りをした明細書作成 

• 失敗事例からは「過度な限定」「先行文献の引用不備」「実施例の狭さ」が典型的に
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問題になることが分かる。 
• 成功事例では「広いクレーム＋従属クレーム」「豊富なバリエーション記載」がカギ。 
• 分割出願や継続出願を見越した広めの開示が有効。 
• AI、IoT、環境技術など新興分野では特に、具体的な技術手段と作用効果を明確に書

き込むことが重要。 
• 競合他社の回避設計を想定したクレーム体系、将来的な事業展開を踏まえた海外出

願戦略など、**“先回り思考”**が強い特許を生むポイント。 
ここまでで、特許明細書作成の実務的な注意点と戦略について概観しました。いよいよ次

回（第 10 章）では、本書の締めくくりとして、実際の失敗・成功事例をより具体的にまと
めつつ、特許明細書作成の総合的なまとめを行います。最後に**付録（用語集・参考文献）
**もお目通しいただき、今後の実務に活かしていただければ幸いです。 

 
 
Q1. 「先回り思考」とは具体的にどんなことを意識すればいいですか？ 
A1. 

• 競合他社が回避設計で変えそうな要素、将来の技術発展で生まれそうなバリエーシ
ョンを先回りして明細書に盛り込むことです。 

• 「本発明は○○に限定されず、△△の形態でも良い」と書くだけでも、後々の補正
余地が大きく変わります。 

Q2. 「失敗事例」を踏まえて、絶対に気をつけるべきことは？ 
A2. 

1. 不要に狭い限定表現は避ける（「アルミニウムのみ」「この形態のみ」など） 
2. 従来技術の詳説により先行技術と同一視されないように注意 
3. 実施例は極力複数バリエーションを書き「限定されない」文言を入れる 

Q3. 分割出願や継続出願はどう使うと効果的？ 
A3. 

• 最初の明細書に幅広い技術的要素を開示しておき、一部のクレームに絞って出願 → 
審査過程で別のポイントが重要になったら分割 という戦略で、複数の特許を得られ
ます。 

• 海外でも米国の Continuation など同様の仕組みがあり、1 つの発明の多様な面をカ
バーすることで競合他社を牽制できます。 
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第 10 章 失敗事例・成功事例から学ぶポイント総括 
 
10.1 失敗事例の再整理 

前章までにも触れましたが、特許明細書の作成や審査対応において起こりやすい代表的
な失敗例をあらためて振り返ってみましょう。そこから得られる教訓を再度整理します。 
10.1.1 明細書の狭すぎる記載 

• 事例 
o 実施例が 1 パターンのみ。かつ「本発明はこの形態に限定される」と明言し

てしまった。 
o 審査段階で拒絶理由が来た際、補正でクレームを広げようとしたが、明細書

に他のバリエーションが書かれておらず、サポート要件違反を指摘された。 
• ポイント 

o 教訓 実施例は複数形態を記載して「本発明はこれに限定されるものではな
い」と明示し、広いバリエーションを想定する。 

o 教訓 「最良の形態（ベストモード）」を示すことは重要だが、それが唯一の
形態だと思わせない工夫が必要。 

10.1.2 先行文献を自ら詳説しすぎてしまう 
• 事例 

o 背景技術の項目で、特許文献 A の構成を過剰に詳しく書き、「文献 A は本発
明とほぼ同様の構成を備えている」と評価してしまった。 

o 結果として自ら新規性・進歩性を否定するような記載となり、審査官から「既
に文献 A にある発明と同一」と指摘された。 

• ポイント 
o 教訓 背景技術の記載は、従来技術の概略を簡潔に書く程度にとどめる。 
o 教訓 先行文献を引用するときは、その記載範囲を正確に把握したうえで必

要最小限にする。 
10.1.3 過度な限定表現が招く回避設計 

• 事例 
o 明細書や請求項で「材質はアルミニウムであることが好ましい」と繰り返し

書き、かつ他の選択肢には触れなかった。 
o 競合他社が「アルミニウム以外の金属」を用いた類似製品を出し、侵害を回

避されてしまった。 
• ポイント 

o 教訓 「好ましい」「望ましい」という表現は必要最小限にし、それが唯一で
はない旨を記載しておく。 

o 教訓 本質的に必須でない要素を請求項に書き込むと、権利範囲を自ら狭め
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てしまう。 
10.1.4 海外出願における翻訳ミスやローカライズ不足 

• 事例 
o PCT 出願後、英語翻訳を機械翻訳に大部分を頼った結果、技術的用語が誤

訳されて審査官に正確に伝わらない。 
o 米国の審査で特有のクレーム形式に適切に対応できず、拒絶理由が頻発。 

• ポイント 
o 教訓 海外出願時は「機械翻訳＋専門家チェック」の二重体制で翻訳品質を

確保する。 
o 教訓 米国や欧州、中国など主要国のクレームドラフト手法・記載要件を事

前に把握しておく。 
 
10.2 成功事例の再整理 

一方で、明細書やクレームを上手に作成し、審査や紛争で有利に働いた事例も多く存在し
ます。ここでは、特に参考になる成功例を再度ピックアップします。 
10.2.1 広い独立クレーム＋複数の従属クレーム 

• 事例 
o 出願時に、（1）最も広い独立クレーム （2）中間的に限定した独立クレー

ム （3）細かい特徴を盛り込んだ従属クレーム…など複数段階のクレーム
セットを用意。 

o 審査段階で先行文献に近い構成が指摘されても、従属クレームを独立クレー
ム化する補正を行い、適度に広い範囲で特許成立を勝ち取った。 

• ポイント 
o 教訓 最初からクレームを一つに絞らず、複数のバリエーションを設定して

おくと、応答の柔軟性が高まる。 
o 教訓 審査官とのやり取りの中で“絞り込む”選択肢を確保しておく戦略が有

効。 
10.2.2 豊富な実施例と比較例で進歩性を立証 

• 事例 
o 実施例を複数準備し、それぞれの数値データや性能比較を明細書に明記。さ

らに従来技術を用いた比較例と定量的な差異を示した。 
o 審査官が「容易想到」と判断しかけたところ、比較データを改めて意見書で

も強調し、「意外な効果がある」と認めさせて特許成立。 
• ポイント 

o 教訓 「〇〇％向上」「◇◇時間短縮」など、具体的・定量的なデータが説得
力を持つ。 
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o 教訓 明細書に比較例をきちんと記載しておけば、中間対応での主張がスム
ーズ。 

10.2.3 分割出願の上手な活用 
• 事例 

o 初期明細書に幅広い技術情報を盛り込み、一次出願では A～B の発明を中心
にクレーム。 

o 審査途中で、別の構成 C について分割出願を行い、最終的に「A～B の特許」
と「C を特徴とする別特許」の 2 件を取得し、競合他社を複数の側面から抑
制。 

• ポイント 
o 教訓 一度の出願ですべてをカバーしきれない場合、最初の明細書で広く開

示し、分割出願でそれぞれの側面をフォローする戦略が使える。 
o 教訓 特に製品ラインアップが多様な企業では、分割出願によって保護範囲

を段階的に拡充するケースがよくある。 
 
10.3 企業の知財担当者・研究者・技術者へのアドバイス 

ここまで数多くの事例を通じて、特許明細書の作り方・攻め方・守り方を学んできまし
た。 

最後に、主な読者層である企業の知財担当者、研究者・技術者の皆さんに向けた総合的
なアドバイスをまとめます。 

10.3.1 企業の知財担当者へ 
1. 研究現場との密な連携を 

o 発明発掘の段階から技術者・研究者とコミュニケーションを取り、どのよう
な発明が事業戦略上重要なのか把握する。 

o 発明提案書のフォーマットを分かりやすく整備し、必要情報を的確に引き出
す仕組みを作る。 

2. 特許ポートフォリオを意識した出願戦略 
o 1 件だけでなく、関連する技術領域を複数の特許で抑えるパテントポートフ

ォリオを構築し、競合他社を囲い込む。 
o そのために、海外出願や分割出願を含めた総合計画を立てる。 

3. コスト管理と優先度付け 
o 海外出願は費用がかかるため、出願国の優先順位を事業目標と照らして検討。 
o 保有特許のメンテナンス費用（年金）も含め、定期的に特許の棚卸しを行う。 

10.3.2 研究者・技術者へ 
1. 早めの発明提案を心がける 

o 学会発表や論文投稿、製品リリースの前に特許出願のタイミングを図る。公
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知化してからでは特許化が難しくなる。 
o 研究開発の段階で知財担当者や弁理士を巻き込むと、特許要件を意識した開

発の進め方ができる。 
2. 幅広い技術情報の提供を 

o 実験条件や比較データ、代替案など、可能な限り多様な情報を弁理士に提供
する。 

o 自分の研究テーマだけでなく、周辺分野の動向や競合技術にもアンテナを張
っておく。 

3. 特許制度の基礎知識を身につける 
o 特許の基本要件（新規性・進歩性など）を知るだけでも、どんなアイデアが

権利化しやすいかの判断がつきやすい。 
o 特許明細書がどう使われるかを把握しておくと、発明内容を整理しやすくな

る。 
 
10.4 本書全体のまとめ 
ここまでの各章の内容を簡潔にまとめると、以下のように整理できます。 

1. 第 1 章～第 3 章: 特許制度の基礎と明細書作成プロセスの全体像 
o 特許要件、出願手続の流れ、明細書の基本構成、先行技術調査の重要性を理

解する。 
2. 第 4 章～第 5 章: 明細書各要素の書き方と請求項作成の要領 

o 「背景技術」「課題」「解決手段」「効果」「実施例」「図面の簡単な説明」の
ポイント。 

o 請求項（特許請求の範囲）こそが特許権の命であり、バランス良く広さと明
確性を調整する。 

3. 第 6 章～第 7 章: 実施例・図面の具体的な工夫と審査対応 
o 実施例・比較例・図面を活用しつつ、サポート要件や十分開示要件を満たす。 
o 拒絶理由通知への対応方法、意見書・手続補正書の作り方、補正戦略が実務

の肝となる。 
4. 第 8 章～第 9 章: 海外への出願の基礎知識と明細書作成の注意点・戦略 

o パリルートと PCT ルート、主要国の審査特徴、翻訳の重要性。 
o 失敗事例・成功事例を学び、バリエーションや比較データの充実など戦略的

な明細書作成を行う。 
5. 第 10 章（本章）: 失敗事例・成功事例総括、および各読者層へのアドバイス 

o 実際に生じた問題や成功パターンを通じて、特許明細書をどのように“攻防”
に使うかを学ぶ。 

o 企業知財担当者、研究者・技術者など、それぞれの視点での要点を押さえる。 
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Q1. 失敗事例のうち最も多いパターンは？ 
A1. 

• **「明細書が狭すぎる／補正できない」**というパターンが多く見られます。 
• 実施例が 1 つだけ、しかも詳細に限定して書きすぎたために、審査や紛争で「それ

以外の態様はサポートされていない」と主張されてしまうのです。 
Q2. 成功事例で見られる共通点はありますか？ 
A2. 

• 広めの独立クレーム＋複数の従属クレームというクレーム戦略 
• 多様な実施例や比較データによって進歩性を裏付け 
• 事前に先行技術調査をしっかり行い、競合他社の回避手段を先回りして明細書に書

いている 
• これらが実際の紛争時や審査対応で大きな強みになります。 

Q3. 研究者や技術者としては、どんな姿勢で特許明細書に向き合うべき？ 
A3. 

• 「書くのは知財や弁理士だから…」と丸投げするのではなく、自分の発明の価値や
展開を一番分かっているのは自分という意識が重要です。 

• 可能な限り詳細なデータや代替例を提供することで、明細書が分厚くなり、審査段
階や将来の紛争でも優位に立ちやすくなります。 
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付録 A：明細書作成・レビュー チェックリスト 
1. 基本事項 

1. 発明の名称は分かりやすく、かつ技術的に的確か？ 
o 商標っぽい名称になっていない 
o 発明の内容・分野を一目で想像できる 

2. 全体の見出し構成が適切か？ 
o 「背景技術」「課題」「解決手段」「効果」「実施例」「請求項」など主要項目

が揃っている 
o 項目の順序が自然で読みやすい（必要に応じて追加項目も検討） 

3. 先行技術調査は行われているか？ 
o 同一・類似の先行文献が存在しないか確認済み 
o 後から大幅修正を強いられそうな先行技術が見つかっていないか 

 
2. 背景技術・課題 

4. 背景技術で従来技術を詳述しすぎていないか？ 
o 必要最小限の説明にとどめている（「〇〇が知られている」程度） 
o 競合他社の特許を過度に詳細に引用して “自爆” していない 

5. 従来技術の問題点（課題）が具体的かつ適度な広さで書かれているか？ 
o 自社独自の課題をきちんと示している（抽象的すぎない） 
o 課題が狭くなりすぎて、後のクレーム範囲を不必要に限定しないよう配慮し

ている 
6. 課題と解決手段が自然につながっているか？ 

o 課題を読んだ上で「なるほど、だから解決手段としてこうなるんだな」と思
える流れになっている 

 
3. 解決手段・発明の効果 

7. 解決手段（発明の概要）の書き方は明確か？ 
o 主たる構成要素を列挙し、課題に対するアプローチがハッキリ伝わる 
o 詳細を実施例に回しすぎず、要点を大まかに示している 

8. 効果が課題解決に対応しているか？ 
o 「本発明によれば〇〇を達成できる」など、課題との因果関係が分かりやす

い 
o 可能であれば、定量的・具体的な効果を示している 

9. 副次的効果や他のメリットも書き添えているか？ 
o 進歩性立証に有利な「意外な効果」や「複数の利点」を述べている 
o 将来の補正に備え、広めの効果を記載 
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4. 実施例・図面 

10. 実施例はバリエーションを含め複数示されているか？ 
• 最良形態だけでなく、代替要素・複数条件なども記載している 
• 実施例が極端に限定されていない（将来の補正余地を残す） 
11. 図面の符号や説明は本文と対応しているか？ 
• 図面中の参照番号と本文中の記述が食い違っていない 
• 図面の簡単な説明と本文の記載に矛盾はない 
12. 実施例に数値データ・比較例があれば、その記載が十分かつ明確か？ 
• データの条件や測定方法をきちんと説明している 
• 比較例（従来法・従来品）との違いを客観的に示し、進歩性アピールにつなげてい

る 
13. 「本発明は上記実施例に限定されるものではない」などの文言で広範性を確保して

いるか？ 
• 一例に過ぎない旨を断っている 
• 将来、従属クレームの補正やバリエーション追加がしやすい書き方 

 
5. 請求項（特許請求の範囲） 

14. 独立クレームと従属クレームのバランス 
• 独立クレームが過度に広すぎないか（明らかに先行技術を包含していないか） 
• 従属クレームで段階的に限定し、拒絶対応の“セーフティネット”になっているか 
15. クレーム中の用語は明細書本文と一貫しているか？ 
• “モータ”と“駆動部”が混在するなど、用語不統一になっていない 
• 専門用語や略語を本文で定義しており、クレームにも同じ用語を使っている 
16. 本質的要素のみを盛り込み、不要な限定が入っていないか？ 
• 材質や数値範囲など、必要以上に記載していないか 
• 回避設計を容易にするような限定表現（例：「アルミニウムのみ」）が入っていない

か 
17. 請求項の数と形式は妥当か？ 
• 装置クレーム、方法クレーム、プログラムクレームなど、必要な保護対象を網羅し

ているか 
• 国際出願や海外移行時のクレーム数・費用とも整合がとれるか 

 
6. 記載要件・審査対応の視点 

18. サポート要件（明細書とクレームの整合）が確保されているか？ 
• クレームに記載の要素が明細書内できちんと説明されている 



 55 / 59 
 

• 追加のバリエーションをクレームに盛り込む場合、その根拠が本文にあるか 
19. 新規事項追加になりそうな記述はしていないか？ 
• 出願後に補正で追加することを見越して、当初から必要情報を記載しておく 
• 後日、要旨変更禁止によって苦労しないように留意 
20. 拒絶理由通知への応答を想定した書きぶりか？ 
• 先行文献を自ら詳しく比較しすぎていない 
• 拒絶理由が出た場合、クレーム補正による回避・意見書での反論材料が明細書に用

意されているか 
 

7. 海外展開・社内手続き 
21. 海外出願の可能性を考慮しているか？ 
• 英語や現地言語への翻訳を見越し、曖昧表現や冗長表現を避けている 
• PCT 出願かパリルートか、社内で方針がある程度固まっているか 
22. 共同研究・共同出願の場合、権利帰属や情報開示範囲は整備されているか？ 
• 契約や共同出願合意でトラブルを防ぐ措置をとっている 
• 他社・大学側の機密情報との分界点を明確にして記載 
23. 社内承認フロー・優先度の確認 
• 出願コスト・メリットを考慮し、上司や法務部などの承認プロセスを踏んだか 
• 発明者からのドラフトレビューは完了しているか 

 
チェックリストの使い方 

• 初回ドラフト時：執筆者がこのリストを参考に不足箇所を補い、不要な限定や用語
不統一を洗い出す。 

• レビュー会議前：知財担当者や弁理士がチェックし、「特に問題あり」と思われる項
目に付箋やコメントをつけて議論する。 

• 最終仕上げ：問題点を解消した後に再度チェックリストを走査し、漏れがないか確
認する。 

 
以上 
このチェックリストを活用することで、初期ドラフトの質を高め、審査段階や海外移行の際
のトラブル回避が期待できます。必要に応じて、より詳細な社内ルールや業界特有の項目を
追加し、定期的に更新していくと良いでしょう。 
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付録 B 便利な用語集 
以下に、特許実務で頻出する主な用語を簡潔に整理します。詳細は特許庁の HP や専門書な
どを参照してください。 

• サポート要件 
o 特許法 36 条 6 項 1 号が規定する要件で、請求項に記載された発明は明細書

の記載によってサポートされていなければならない。 
• 新規事項追加 

o 出願後に明細書やクレームを補正する際、当初明細書に記載のない新たな要
素を追加する行為。日本では要旨変更禁止とも関連して、厳しく制限されて
いる。 

• PCT（Patent Cooperation Treaty） 
o 特許協力条約。1 回の国際出願で加盟国すべてへの出願効果を生じさせる制

度。国際調査報告や国際予備審査報告を受けたうえで、各国段階に移行する。 
• 優先権 

o パリ条約に基づく優先権を主張することで、第一国出願日を基準として他国
出願の新規性を保護する制度。優先期間は原則 12 か月。 

• 実用新案 
o 日本や中国などにある制度で、物品の形状・構造・組み合わせに関する考案

を保護する（日本では審査請求制度が原則なく、無審査登録）。 
• 意匠権 

o 物品の形状や模様、デザインを保護する権利。外観の美観や特有のデザイン
要素に対して与えられる。 

• 商標権 
o 事業者が使用するマークやロゴ、ブランド名などを保護する権利。商品・サ

ービスとの結びつきを守る。 
• 拒絶理由通知（Office Action） 

o 審査官が特許要件を満たさないなどの理由で、このままでは特許にならない
と判断した場合に出す通知。意見書や補正書で応答する機会が与えられる。 

• RCE（米国特許実務） 
o Request for Continued Examination。米国で一度審査が終わっても継続審査

を要求し、補正や反論を続ける制度。 
• オーラルヒアリング（欧州特許実務） 

o EPO（欧州特許庁）で審査官や審判部との口頭審理を行う手続。書面では伝
わりにくい主張を直接説明できるメリットがある。 

• ライセンス 
o 特許権者が第三者に対して特許の実施を許可する契約形態。通常、実施料（ロ
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イヤルティ）を受け取る。 
• 侵害警告 

o 特許権者が他者の製品やサービスが自分の特許を侵害していると考え、差止
や賠償を求める警告を行うこと。交渉の入り口となる。 
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付録 C 参考文献リスト 
特許明細書の作成や知的財産の実務に役立つ文献・サイトをいくつか紹介します。詳細は各
書籍・サイトをご覧ください。 

1. 日本国特許庁ウェブサイト 
o 特許審査基準や審査運用実績、出願・審査手続きに関する詳細情報が掲載さ

れている。 
o https://www.jpo.go.jp/ 

2. WIPO（世界知的所有権機関）ウェブサイト 
o PCT 出願や各国の知財制度情報が充実している。国際的な知財ニュースも

入手可能。 
o https://www.wipo.int/ 

3. J-PlatPat（独立行政法人工業所有権情報・研修館） 
o 日本の特許・実用新案・意匠・商標の公報を無料で検索できるデータベース。 
o https://www.j-platpat.inpit.go.jp/ 

4. EPO（欧州特許庁）ウェブサイト 
o 欧州特許の手続、審査ガイドライン、特許文献データベース「Espacenet」

などが利用可能。 
o https://www.epo.org/ 

5. USPTO（米国特許商標庁）ウェブサイト 
o 米国の特許審査手続やマニュアル（MPEP）、特許検索ツールなどを提供。 
o https://www.uspto.gov/ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.jpo.go.jp/
https://www.wipo.int/
https://www.j-platpat.inpit.go.jp/
https://www.epo.org/
https://www.uspto.gov/
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あとがき 
本書『特許明細書の書き方』では、初学者の方や企業の知財担当に就いたばかりの方、さ

らには研究者や技術者の皆さんを主な対象として、特許制度の基礎から明細書の具体的な
書き方、審査対応、海外出願戦略、失敗・成功事例に至るまでを体系的に解説してきました。 

明細書の作成は、単なる書類作成作業ではなく、技術の価値を法律で守るための“戦略的
なプロセス”でもあります。どれほど素晴らしい発明であっても、その内容が明確かつ的確
に開示され、請求項という形で正しく定義されなければ、本来の価値を十分に引き出すこと
はできません。 

企業の競争が激化し、グローバルにビジネスを展開する時代にあって、特許権は非常に強
力な武器となり得ます。しかし、その強さは明細書の質に大きく左右されるという点を、ぜ
ひ肝に銘じていただければと思います。 

もし本書の内容が、読者の皆さんの特許明細書作成スキルの向上や知的財産戦略の一助
となれば、これほど嬉しいことはありません。最後に、ここまでお読みいただいた皆様に心
より感謝申し上げます。今後も知財の世界は絶えず変化し続けますが、本書がその変化に対
応する上での基礎・指針となることを願っております。 

今後の皆様の発明活動と知財実務が、ますます実り多いものとなるよう祈念いたします。 
 


